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はじめに 

 

―サステナビリティ開示を巡る３つの揺らぎを乗り越えるために― 

 

＜非財務情報の開示指針研究会について＞ 

 

 経営環境や社会環境の変化の中で、企業が競争力や経営の持続性を確保していく

ためには、投資家や従業員、取引先や顧客などのステークホルダーとの質の高い

対話（エンゲージメント）を通じて経営方針を常にアップデートしていくことが

必要となる。そのためには、ステークホルダーにとって有用な情報が効果的かつ

効率的に示されることが不可欠となる。 

 特に近年では、ESG（環境・社会・ガバナンス）情報を含むサステナビリティ情報

や「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」（MD

＆A）情報に代表される非財務情報の開示の重要度が世界的に高まりを見せている。 

 その中で、11 月３日に、IFRS 財団「国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）」

設立が正式に発表されるとともに、国際的なサステナビリティ開示基準の設定主

体である CDSB と VRF が今後 IFRS 財団に統合されることが発表されるなど、グロ

ーバルに一貫したサステナビリティ開示の基準策定に向けた機運も一層高まって

いる。同時に、欧州における CSRD（サステナビリティ情報開示指令）に基づく開

示対象・内容の拡充に向けた基準策定や、米国における人的資本情報の開示義務

化など、地域・各国独自の検討も進んでいる。 

 他方、非財務情報やサステナビリティ情報の開示を巡っては、作成者たる企業や

投資家、従業員や顧客、取引先等のステークホルダーによってその解釈や理解に

幅があり、いわば“揺らぎ”が生じている状況にある。 

 「非財務情報の開示指針研究会」（以下、研究会）においては、2021 年６月以来、

５回の研究会を通じて、非財務情報及びその指針・基準に関する世界的な動向の

共有を行いながら、我が国や世界において質の高い非財務情報の開示を実現する

ために求められる方向性について検討を行った。 

 ISSB が正式に設立され、今後国際的な議論が更に加速することが見込まれるタイ

ミングであることが踏まえ、本中間報告においてはこれまで研究会において行わ

れた議論をもとに第一次提言をまとめるとともに、これまでの国際的な動向につ

いて整理を行う。 

 なお、非財務情報やサステナビリティ情報の開示については、今後 ISSB における

検討が進み、2022 年第一四半期には気候変動に関する ISSB 基準の草案が示され

ることが見込まれるなど、国際的な検討状況が引き続き流動的（moving target）
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な状況にある。本中間報告は、2021 年 11 月○日時点での暫定的な報告とし、今

後も国内外の状況を踏まえた検討を重ねていくこととする。 

＜サステナビリティ開示を巡る３つの揺らぎ＞ 

 

 研究会において検討を行う中で、近年の非財務情報を巡る議論に関して、主とし

て３つの「揺らぎ」について指摘があった。 

 １つ目の揺らぎは、国際的な開示基準の策定が進む中で期待される「共通性」や

「比較可能性」の確保と、企業の「独自性」、「多様性」のバランスをどのように

図るべきかという論点を巡る揺らぎである。 

 ２つ目の揺らぎは、国際的な開示基準策定に向けた動きが進む一方で、引き続き

開示基準が林立し、またそれぞれの基準が想定する「読み手」や「マテリアリテ

ィ」、規定される「開示項目」が異なる中で、企業は「誰に向けて」、「何を伝えて

いくべきか」という論点を巡る揺らぎである。 

 ３つ目の揺らぎは、財務情報、非財務情報、サステナビリティ情報といった用語

や概念に対して、共通の理解が必ずしも醸成されていない中で国内外における議

論が進展していることに伴う、それぞれの関係性や包含関係の理解に関する揺ら

ぎである。 

 

＜（P）企業価値を把握するために必要な情報の広がりと揺らぎ＞ 

 

 なお、これら三つの揺らぎについて議論を整理する前提として、「企業価値」を把

握するための情報に広がりがみられることを踏まえておく必要がある。 

 即ち、「企業価値」をより正確に把握するための情報として、財務情報に加えて、

企業の長期戦略や経営方針、これを実現するためのガバナンス体制や組織能力な

ど、キャッシュ・フローを生み出す能力に関する非財務情報の重要度が高まりを

見せている。 

 加えて、近年、環境・社会・経済全般のサステナビリティに関する関心の高まり

の中で、これまで検討されていた企業がキャッシュ・フローを生み出す能力に関

する要素に加えて、企業活動が環境・社会・経済に与える正負の外部性であって、

規制や税制等を通じて企業業績に直接影響が及ぶもの以外の要素についても、企

業価値評価・投資活動に反映させようという動きも活発化している。 

 この点を合わせ見ると、環境・社会・経済全般に与える外部性に関する情報（サ

ステナビリティ情報）についても、「企業価値」に関係する情報として認識される

度合いが高まっていると考えられる。 

 他方、どのような情報が「企業価値」に関係するといえるかについては、環境・

社会・経済全体の状態や、その将来の見通しについての資本市場参加者や従業員、
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顧客（最終的な消費者を含む）、取引先等のステークホルダーの意識の変化の中で

動的に変化している状態にあるといえる。 

＜一つ目の揺らぎ：“共通性”と“独自性”のバランスを巡る揺らぎ＞ 

 

 まず、研究会においては、グローバルに一貫した開示指針の検討が進むことの意

義について議論がなされた。 

 非財務情報は財務情報と比べて取り扱う分野が広範にわたり、また、企業による

情報開示の現状を見ると、各開示項目やその内容・定義について多くのバラツキ

が存在する。そのため、国際的なサステナビリティ開示基準が作成されることは、

企業による開示の取組レベルを一段引き上げるとともに、投資家等の利用者にと

っても利用可能な情報の共通性、比較可能性を高め、ひいては資本市場全体の効

率性を高める大きな意義がある。 

 他方で、開示基準が過度に細則的なものとなれば、企業の創意工夫の余地が狭ま

り、開示が定型的かつ保守的なものとなる、いわゆる「開示のボイラープレート

化」の懸念が生じる。 

 開示情報の読み手にとっては、単に多くの情報が開示されればよいというわけで

はなく、サステナビリティ事項と各企業の長期戦略やビジネスモデルとの結びつ

きを捉えることができてようやく有益な情報となるといえる。そして、サステナ

ビリティ事項と各企業の長期戦略やビジネスモデルの結びつきのあり方は、各企

業にとって異なりうるものである。しかし、多くの日本企業においては、開示基

準が示されればこれを遵守すれば足りるとする意識が強く働きやすく、サステナ

ビリティ事項と各企業の長期戦略やビジネスモデルとの独自の結びつきに関する

検討を欠いた、定型的な開示が生じやすい企業風土が見られることについても指

摘があった。 

 これら、“共通性”と“独自性”のバランスを巡る揺らぎについて、研究会におい

て、 

 サステナビリティ事項の開示に際しては、各企業にとっての重要性（マテリア

リティ）が十分に考慮された上で、各企業の長期的な経営戦略や経営者の認

識、ガバナンス体制等が統合的に開示されることが、作成者たる企業、読み手

たるステークホルダーの双方にとって効果的かつ効率的であること 

 即ち、開示されたサステナビリティ事項が、企業価値に作用する変数（長期戦

略やビジネスモデル、ガバナンスや組織能力等）にどのように関連づけられて

いるのかという観点（「価値関連性（Value Relevance）」）の確保が重要である

こと 

 企業の価値創造のありようは、業種やビジネスモデルによって多様であるこ

とを踏まえれば、開示についても独自性や多様性の幅が確保されるべきであ

ること 
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 また、投資家目線に立てば、定性的な情報であっても、企業価値評価の参考と

なる情報は多い。定量的なデータや、科学的根拠が確保された内容を開示する

ことに企業が過度に注力し、かえって企業価値評価にあたって重要となる情

報が定量化できないなどの理由で開示されなくなることで、開示の保守化や

定型化（ボイラープレート化）を招くことは投資家にとっても望ましくないこ

と 

 他方で、合理的かつ定量的で、比較可能性が確保された情報の開示に向けた企

業の努力は継続されるべきであり、今後国際的な基準が策定された際には

「Comply or Explain（遵守か説明か）」アプローチでの対応が図られていく

ことが望ましいこと 

 「Comply or Explain（遵守か説明か）」においては、説明することを避けるた

めに単にチェックボックス的な遵守状況の報告を行うこととなっては実効性

や情報性のない開示となってしまうこと。また、Explain においては、Comply

しない背景や別途採用しているアプローチの採用根拠、今後 Comply する時期

についての時間軸等について積極的に説明することが求められること 

 開示事項に関する電子的なタグ付け（XBRL 等）を活用することで、サステナ

ビリティ開示と企業戦略等との統合性や一貫性の確保と、情報の比較可能性、

一覧性の確保の双方を追求していくことが可能になりうること 

などが指摘された。 

 

＜二つ目の揺らぎ：“マテリアリティ”を巡る揺らぎ＞ 

 

 では、企業は開示をする情報をどのように特定、ないし判断すべきか。 

 国内における金融商品取引法等に基づくいわゆる制度開示や、TCFD（Task Force 

on Climate Related Financial Disclosures：気候関連財務情報開示タスクフォ

ース）提言においては、財務的インパクトを重視する考え方、いわゆる「シング

ルマテリアリティ」の考え方が取られている。それに対し、欧州委員会において

は、財務的インパクトと環境・社会的インパクトという二つの側面から重要性（マ

テリアリティ）を判断する「ダブルマテリアリティ」の考え方を求めている。マ

テリアリティに関する二つの潮流が併存し、それぞれ強い社会的要請となってい

る状況が、「企業は、誰に対して、どのような情報を開示するべきか」という揺ら

ぎを招く一因となっているものと考えられる。 

 これら“マテリアリティ”を巡る揺らぎについて、研究会では、 

 「企業価値」をより長期思考で捉え、将来的に企業にとっての機会又はリスク

となる環境・社会・経済の変化について長期の時間軸の中で吟味することで、

企業活動が環境・社会・経済全体のサステナビリティに与えるインパクト（環

境・社会的インパクト）と、企業活動自体のサステナビリティに与えるインパ

クト（財務的インパクト）との間にリンクができてくること 
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 その際、企業にとって重要性のあるサステナビリティ事項を、時間の経過や経

済・社会・環境の変化に伴って変化するものと捉える、いわゆる「ダイナミッ

クマテリアリティ」の考え方を意識することが必要であり、国際的にもこの考

え方への支持が広がっていること 

 長期の時間軸を念頭に置くことでシングルマテリアリティとダブルマテリア

リティの領域の重なりは増えていくと考えられる一方、両者が完全に重なる

ことはなく、長期の時間軸かつ連続的・動的な検討に基づく企業価値認識と環

境・社会・経済に与えるインパクト全般の評価は区別して考えるべきこと 

 そのため、企業はこれら二つのサステナビリティを合わせ見ながら長期戦略

や経営方針、ガバナンス体制等を検討した上で、財務情報と非財務情報を統合

的に表現することが、開示のあり方としての最も望ましいこと 

 企業が長期的に何を目指していて、今どのような時点にいるかを示していく

ことが、企業価値のサステナビリティを重視する者と、より広範な環境・社

会・経済のサステナビリティを重視する者の双方にとって有用であること 

 ５団体による「プロトタイプ」において、IFRS 財団による IASB（国際会計基

準審議会）の「概念フレームワーク」を踏襲し、“投資家による企業成果の予

想と企業価値の評価に役立つ情報”を重視しており、財務情報と非財務情報、

サステナビリティ情報との結合性や整合性を確保する上ではこの方向性を支

持するべきこと 

などの指摘があった。 

 

＜三つ目の揺らぎ：財務情報、非財務情報、サステナビリティ情報の“関係性”を巡る揺らぎ＞ 

  

 これらの議論の中で、財務情報、非財務情報、あるいはサステナビリティ情報の

関係性や包含性についても整理することが必要であるとの指摘があった 

 具体的には、財務諸表以外の広範な情報を含意していると考えられる「非財務情

報」という用語と、企業活動の持続可能性と環境・社会・経済の持続可能性の関

係性を意識した開示項目であることが含意されていると考えられる「サステナビ

リティ情報」という用語の関係性、あるいはこれらの情報と財務情報の結合性に

ついて、必ずしも共通の理解が醸成されていないとの指摘があった 

 これら財務情報、非財務情報、サステナビリティ情報の“関係性”を巡る揺らぎ

について、研究会では、 

 この研究会のメッセージとして、非財務情報の開示充実そのものを求めてい

るのか、財務情報や価値創造と、サステナビリティ情報を含む非財務情報の結

びつきや関連性に注目しているのか、スタンスを明確に示すべきであること 

 例えば、気候関連情報開示のフレームワークである TCFD 提言も、「気候関連

財務情報開示（Task Force on Climate Related Financial Disclosures）」

という名で表現されるように、財務に結びつく情報としての気候関連情報に

注目をしたフレームワークとなっていることを踏まえるべきこと 
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 財務会計基準については IFRS 財団による国際基準が既に存在するが、今後

ISSB が設置され、国際的なサステナビリティ開示の基準が作成されるに際し

ては、財務会計基準における用語や概念の定義と、サステナビリティ基準にお

ける用語や概念の定義について一貫性の確保が必要となること 

 現在公開草案のパブリックコンサルテーションが行われているIFRS財団の実

務記述書「経営者による説明」において、財務関連非財務情報の開示として分

かりやすい例示が数多く含まれており、参考になること 

などの指摘があった。 

 

 これら、“３つの揺らぎ”や「企業価値」に関する研究会における議論や指摘を踏

まえ、次頁以降において、本研究会として、国内外の企業・投資家・開示基準設

定主体・企業の情報開示にかかる政策当局者等に対する第一次提言を示すことと

する。 
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非財務情報の開示指針研究会 

第一次提言 

 

2021 年 11 月○日 

 

1. サステナビリティ開示における価値関連性の重視 

 

（マテリアリティと価値関連性） 

 サステナビリティ情報を巡る作成者と利用者の対話を効果的かつ効率的なもの

とするためには、企業価値（※）との関連性（Value Relevance）を重視した開示

を行うことが必要となる。 

（※）この提言において、「企業価値」とは企業が将来に渡って生み出すキャッシュ・フローの

見通しやその実現能力を、企業が環境・社会・経済に与える外部性に対する資本市場参加者等

のステークホルダーからの評価も加味して評価した価値と捉える。 

 ただし、中長期的な社会・環境・経済と企業との関わりを表現することが求めら

れるサステナビリティ開示において価値関連性を表現するためには、短期のみな

らず、中長期的に企業活動に影響を与えうる広範な事象について企業活動への影

響の吟味を行った上で、企業活動の持続可能性にとって重要性のある事項を特定

することが必要となる。 

 また、企業にとって重要性のある事項や企業価値との関連性は、資本市場や消費

市場が企業を評価する視点の変化や、社会・環境・経済の変化などによって常に

動的に変化しうるものである。 

 このため、サステナビリティ開示は、企業の持続可能性確保に関する高度な経営

判断、経営戦略と一体のものとして、統合的かつ連続的に取り組まれなければな

らない。 

 

（広範なステークホルダー向けの開示） 

 同時に、必ずしも企業価値との関係性は高くない情報を含めて、企業活動が社会・

環境・経済全般に対して与えるより広範な影響について、積極的な開示を求める

社会的要請に企業が応えていくことも重要である。 

 他方で、投資家、従業員、取引先、顧客等、より近接した関係性を持つステーク

ホルダーとの対話のために行う開示と、更に広範なステークホルダー向けの開示

については、誰に対してどのような開示を行うのかという目的の違いを踏まえた

開示を行うことが効果的かつ効率的と考えられる。 
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2. サステナビリティ開示における Comply or Explain（遵守か説明か）アプローチ

の徹底（規範性と独自性の適切なバランスの実現のために） 
 

 企業がサステナビリティ開示を行うに際しては、その開示内容について客観性や

合理性が求められる。他方で、サステナビリティ開示における過度な客観性、あ

るいは科学的根拠を追求するあまり、開示の消極化や開示の定型化（ボイラープ

レート化）を招くこととなれば本末転倒である。 

 特に、サステナビリティ開示においては、 

① 価値関連性が明確な財務報告と比して、価値関連性を判断するために業種や

ビジネスモデル等の事業特性を反映する必要性が高く、企業ごとに重要性

（マテリアリティ）の判断が多様になり得ること。このため、開示について

も独自性が生じやすいこと 

② 数値情報等は一定のエビデンスに基づく情報の集積であり、検証可能性や比

較可能性への要請が高い一方、価値関連性についての経営者の認識等は将来

に対する主観の開示を含むものであり、独自性・自由演技の幅が大きくなら

ざるを得ないこと 

などを考慮する必要がある。 

 この点、５団体による「プロトタイプ」においても、IASB（国際会計基準審議会）

の「概念フレームワーク」を引用する形で、 

o 財務情報に固有の目的適合性 

利用者が意思決定を正しく行うためのものであり、将来結果の予測プロセス

に利用でき、過去のフィードバックを提供するもの 

o サステナビリティ情報に固有の目的適合性 

業界固有の測定基準に基づくものであり、企業のパフォーマンス向上、ひい

ては企業価値の向上を可能とするビジネスモデルの説明につながるもの 

として、財務情報とサステナビリティ情報の目的を区別して表現している。 

 これらの背景を踏まえ、今後の ISSB における表示基準や業種別基準・指標の検

討状況や内容を注視しつつ、その適用あるいは日本における基準の検討に際して

は、比較可能性を確保するための基準の規範性を尊重しつつ、開示の価値関連性

を発揮するための企業の独自性・自由演技の幅を確保していくべきである。 

 他方で、開示情報の客観性の確保や定量化については、段階的な開示の充実も含

めて、作成者の努力は引き続き重ねられていくことが望ましい。 

 そのため、サステナビリティ開示については、基準の「Comply or Explain（遵守

か説明か）」アプローチを原則としていくべきである。 

 その際、説明することを避けるために単にチェックボックス的な遵守状況の報

告行うことは、開示の実効性や情報性の観点から望ましくない。また、Explain

においては、Comply しない背景や別途採用しているアプローチの採用根拠、今

後の Comply に向けた時間軸等について積極的に説明されることが望ましい。  
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3. 企業価値とサステナビリティ情報の結合性に関する認識の深化 

 

 提言第１項において指摘したとおり、サステナビリティ開示においては価値関連

性を重視することが重要である一方、どのようなサステナビリティ情報が企業価

値や財務情報と高い関連性を有するかについて、気候関連情報開示などの比較的

先進的な分野を除いて、作成者と読み手双方における共通理解はまだまだ醸成さ

れていないものと考えられる。 

 この点、第２項において指摘したとおり、企業の独自性や多様性を重視した

「Comply or Explain（遵守か説明か）」アプローチを原則にしつつも、国際的な

基準策定やガイダンスにおいて、どのようなサステナビリティ情報の価値関連性

が高いと考えられるかについて、一定の指針となる検討が重ねられていくことが

期待される。 

 同時に、作成者たる企業や利用者たる資本市場参加者等のステークホルダー、あ

るいは研究者において、個別の企業におけるサステナビリティ情報が、どのよう

な経路で企業価値に影響を与えているか、定性的な分析や考え方の提示に留まら

ず、相関関係や経時的な変化についての分析等の努力が重ねられ、その結果が提

供されていくことが望ましい。 

 

４．サステナビリティ開示に関する作成者とステークホルダーの対話（エンゲージメント）の深化 

 

 提言第１項から第３項の方向性を実現していくためには、作成者は自社にとって

重要なステークホルダーを特定した上で、対話を深めることが必要となる。 

 サステナビリティ開示の一義的な利用者として想定される投資家については、投

資家によって企業を分析、観察する際のスタンスや時間軸、考え方の違いがある

ことを念頭におく必要がある。即ち、パッシブ投資家、アクティブ投資家など、

それぞれの投資家の投資方針の違いを念頭においた上で、投資主体ごとにどのよ

うな情報が有用であるかを検討する必要がある。 

 同時に、作成者の価値創造にとって重要なステークホルダーは投資家に限るもの

ではなく、従業員、取引先、消費者等との対話を深めることも企業のサステナビ

リティを確保する上では重要である。 

 これらステークホルダーとの連続的な対話を通じて、サステナビリティ開示と企

業価値創造の好循環を実現していくことが重要である。 



 

（参考）表 1 制度開示や国際的なサステナビリティ開示基準について 

 

  （資料）各団体公表資料から経済産業省作成。 

制度 任意
原則

主義

細則

主義

経営

戦略
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ 気候

人的

資本

金融商品取引法 ● 投資家 ● ● ● *2 *2

会社法 ● 投資家 ● ● ●

取引所規則 ● 投資家 ● ● ● △*3

国際統合報告フレームワーク ● 投資家 ● ● ● *4

SASB基準 ● 投資家 ● ● ●

GRI基準 ● マルチステークホルダー ● ● ● ● ●

CDSBフレームワーク ● 投資家 ● ●

TCFD提言 ●
*5 投資家 ● ●

*1: 基準・フレームワーク内で当該分野が明示されている場合に●としている。

*2: 金融審ディスクロージャーワーキング・グループにおいて、現在議論が行われている。

*3: 2022年4月に創設されるプライム市場上場企業においては、TCFD又はそれと同等の国際的枠組みに基づく気候変動開示の質と量の充実が求められる。

*4: 国際統合報告フレームワークでは、組織を支える6つの資本の一つとして「人的資本」が挙げられている。

また、統合報告書において、ガバナンス責任者のスキル及び多様性等と組織の価値創造能力との関連についての洞察を提供することが求められている。

*5: 英国のプレミアム市場上場企業はcomply or explainベースによる開示が求められている。また、日本については*3のとおり。

情報の分野*1

国

内

制

度

国

際

基

準

・

フ

レ

ー

ム

ワ

ー

ク

開示の義務 主な想定利用者

（投資家orマルチス

テークホルダー）

基準の粒度



 

第一章 非財務情報を巡る動向について 

 

I. 主要な基準設定主体の動向 

 

近年の ESG 情報を含む非財務情報への関心の高まりを受け、2020 年、様々な基準

設定主体による活発な動きが見られた。2020 年 9 月には、非財務情報開示に関する

主要な基準設定主体である CDP（Carbon Disclosure Project）、CDSB（Climate 

Disclosure Standards Board）、GRI（ Global Reporting Initiative）、IIRC

（ International Integrated Reporting Council ）、 SASB （ Sustainability 

Accounting Standards Board）の 5つの団体（以下、「5団体」という）が、包括的

な企業報告の実現に向けた協働を進めるとの共同声明を発表した1。 

また同月、世界経済フォーラム（WEF）は、「ステークホルダー資本主義の進捗の測

定～持続可能な価値創造のための共通の指標と一貫した報告を目指して～」と題す

るホワイトペーパーを発表し、「ガバナンスの原則」「地球」「人」「繁栄」の 4分野に

分類された、21の中核指標と 34 の拡大指標から成る ESG 指標を示し、企業に対して

この指標の採用を推奨した2。 

さらに、国際的な会計基準の設定主体である IFRS 財団は、2020 年 9 月～12 月、

サステナビリティ報告の一貫性と比較可能性の向上を求める声を踏まえ、サステナ

ビリティ基準審議会の設置に関するパブリックコンサルテーションを実施した（詳

細は後述）。 

2020年 12月、5団体は、同年 9月に発表した共同声明に基づく取組の一つとして、

「企業価値に関する報告－気候関連の財務報告基準プロトタイプの例示」と題する

文書を公表した。文書では、同年 9 月に示した包括的な企業報告システムに関する

共通のビジョンを振り返るとともに、IASB（国際会計基準審議会）の概念フレームワ

ークのサステナビリティ関連財務開示基準への適用可能性、サステナビリティ関連

財務開示表示基準のプロトタイプ及び気候関連の財務開示基準のプロトタイプを示

した。 

本文書では、包括的な企業報告を表す考え方として図 1 が示され、企業によるサ

ステナビリティに関する情報の開示には、「サステナビリティ報告」「サステナビリテ

ィ関連財務開示」「財務会計・開示」の 3 つの区分があるとされている。その上で、

サステナビリティ事項に関する報告全体を「サステナビリティ報告」と「企業価値報

告」に大別し、「企業価値報告」は「サステナビリティ関連財務開示」と「財務会計・

開示」を合わせたものとされている。この区分を踏まえつつ、企業にとって重要なサ

ステナビリティ事項は、時間の経過に伴い、これらの区分を移動する可能性があると

                                                   
1 “Statement of Intent to Work Together Towards Comprehensive Corporate Reporting”（2020 年 9 月） 
2 “Measuring Stakeholder Capitalism: Towards Common Metrics and Consistent Reporting of Sustainable 

Value Creation”（2020 年 9 月） 
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述べている。このような重要性の考え方をダイナミックマテリアリティと呼んでい

る。 

図 1 包括的な企業報告 

（資料）CDP, CDSB, GRI, IIRC, SASB “Reporting on enterprise value- Illustrated with a 

prototype climate-related financial disclosure standard”（2020 年 12 月）から経済産業省

作成。 

 

その他、本文書では、IFRS 財団がサステナビリティ開示基準の策定に向けて動き

始めたことを踏まえ、IASB 概念フレームワークのサステナビリティ関連財務開示基

準への適用可能性をまとめている。IASB 概念フレームワークは IFRS（国際財務報告

基準）の財務報告の目的とその基礎となる概念を提供するものであり、一貫した概念

に基づく基準開発にとって重要であることから、5団体は、これを、非財務情報開示

を含む包括的な企業報告システムにおいて利用できる形に適合させるための検討を

行ったものである。 

また、過去及び他企業の財務諸表との比較可能性を確保するため、IFRS 財団が定

める IAS（国際会計基準）第 1 号「財務諸表の表示（Presentation of Financial 

Statements）」において、IFRS に準拠した財務諸表を作成する際の全般的な構成と内

容を定めている。本文書では、IAS 第 1号と同様の観点から、サステナビリティ関連

財務情報を開示する際の基礎となる表示基準（presentation standard）のプロトタ

イプが示されている（図 2）。本表示基準のプロトタイプでは、TCFD 提言の 4つの柱

（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）の構造を、組織の中核要素が表され

るものであり、市場で広く受け入れられているとの考えに基づき採用している。本表

示基準を踏まえ、IFRS 財団が新たに設置する審議会（国際サステナビリティ基準審

議会）において、優先的に取り組まれることが見込まれる気候分野について、具体的

な開示基準となる「気候関連の財務開示基準のプロトタイプ」（以下、「5団体の気候

関連プロトタイプ」）が示されている（詳細は第二章.Iを参照）。 
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図 2 サステナビリティ関連財務開示表示基準のプロトタイプ 

 

（資料）CDP, CDSB, GRI, IIRC, SASB “Reporting on enterprise value- Illustrated with a 

prototype climate-related financial disclosure standard”から経済産業省作成。 
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II. IFRS の動向 
 

(1） ISSB 設置に向けた動き 

① サステナビリティ報告に関する協議ペーパーの公表 

2020 年 9月、IFRS 財団は「サステナビリティ報告に関する協議ペーパー」

（以下、「協議ペーパー」）を公表し、協議ペーパーでの提案内容に対するコ

ンサルテーションを実施した。 

IFRS 財団は協議ペーパーの公表に先立ち、サステナビリティ報告に関与

する様々な利害関係者と非公式な対話、及びリサーチを実施した。その結果

として、サステナビリティ報告の現状認識を以下のように述べている。 

 サステナビリティ報告が利害関係者にとって重要度を増しつつあり、そ

の一貫性及び比較可能性を改善する緊急の必要性がある。 

 多くの機関が、サステナビリティ報告のフレームワーク、基準及び指標

を提供している。しかし、各機関のアプローチ及び目的には相違があり、

作成者がその選択に直面している結果、サステナビリティ報告の有効性

と評価が限定的となっている。 

 国際的に一貫性のある開示の導入の遅れが、分断の脅威を増大させ、資

本市場が低炭素経済への円滑な移行に関与することを困難にする。 

このような現状認識を踏まえ、IFRS 財団は協議ペーパーにおいて、国際

的なサステナビリティ基準を開発するための新しいサステナビリティ基準

審議会（SSB）を創設することを提案した。そして、創設の目的は、サステ

ナビリティ報告における複雑性の低減と比較可能性の達成を実現すること

とされている。 

また、協議ペーパーにおいては、気候に関連した情報についての国際的な

サステナビリティ報告基準の開発が最も切迫した懸念事項であることが示

されたことを受けて、SSB ではまず、気候関連情報に焦点を当てて作業を進

めることが提案された。その上で、その後の変化に応じて、他の環境上の優

先事項や社会的事項等についても議論をすることが提案された。 

 

② パブリックコンサルテーションを踏まえた対応 

 2021 年 3 月 8 日、IFRS 財団は協議ペーパーに対するフィードバックを踏

まえた、サステナビリティ報告基準の開発にあたっての戦略的方向性として、

以下の 4点を公表した。 

 企業価値向上のための投資家重視 

投資家をはじめとする世界の資本市場参加者の意思決定に重要性のあ

る情報に焦点を当てる。 
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 気候を最優先 

気候関連情報について緊急性があることから、まずは気候関連の報告

に注力し、同時に他の ESG 事項に関する投資家の情報ニーズに応える

ように努める。 

 既存のフレームワークに基づく作業 

TCFD 及び企業価値に焦点を当てたサステナビリティ報告の基準設定主

体連合の活動を基盤とする。評議員会は、5団体が提案した気候変動開

示のプロトタイプを検討する。 

 ビルディング・ブロック・アプローチ 

主要な地域の基準設定主体と協力することにより、世界的に一貫性が

あり、比較可能なサステナビリティ報告のベースを提供する。また、よ

り広範なサステナビリティの影響を捉える報告要件を調整するための

柔軟性も提供する。 

また、同年 3 月 22 日にはサステナビリティ報告基準の統合を加速するた

めに、新しいサステナビリティ基準審議会の発足に先立ち、ビルディング・

ブロック・アプローチに基づく地域との連携を継続するとともに、以下の

2つの組織を立ち上げることを表明した。 

 Technical readiness working group（技術的準備ワーキング・グルー

プ） 

サステナビリティに関する専門知識を有し、企業価値に焦点を当て

た統合報告基準やフレームワークに携わる組織が参加し、新審議会に

対して技術的提案を行う。 

ワーキング・グループのメンバーは非財務情報に関する開示指針を

設定している TCFD、VRF（Value Reporting Foundation）3、CDSB、WEF

の他、IASB から構成され、証券監督者国際機構（IOSCO）もオブザーバ

ーとして参加している。また、GRI、CDP とも緊密な連携をとるとされ

た。 

 Multilateral working group（マルチステークホルダー専門家協議委

員会） 

サステナビリティ報告に関わっている国際的な利害関係者と、提案し

ている新たな審議会との対話を実施する場とする。 

 

 

 

 

 

                                                   
3 2021 年 7 月に IIRC と SASB が統合し設立された組織 
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図 4 IFRS 財団の提案 

 
 

③ 「国際サステナビリティ基準審議会」を新たに設置・運営するための定款の

修正案の公表 

 IFRS 財団は、協議ペーパーに対して実施したパブリックコンサルテーシ

ョンの結果を踏まえ、2021 年 4 月に「IFRS サステナビリティ基準を設定す

る国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）を設立するための IFRS 財団定

款の的を絞った修正案」（以降、「定款修正案」という）を公表した。 

定款修正案は、協議ペーパー、及び協議ペーパーをレビューした結果を踏

まえており、新たな基準設定主体の戦略的方向性、及び具体的な定款の修正

案が含まれている。具体的な定款の修正案は、新しいサステナビリティ基準

審議会を創設するために改訂又は追加しなければならない制度的な規定に

的を絞り、以下の 3つの内容が含まれている。 

1. IFRS サステナビリティ基準を設定する新たな審議会を創設するために、

IFRS 財団の任務を拡張する。 

 IFRS 財団の目的に IFRS サステナビリティ基準に関する条項を追加

する。 

 新たな審議会の構造や機能に関する条項を追加する。 

2. IFRS 財団のガバナンス構造の下に IFRS サステナビリティ基準を設定

するための国際サステナビリティ基準審議会を創設する。 

 新たな審議会の名称を「国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）」

とする。 

 新たな審議会に関連した基準の名称を「IFRS サステナビリティ基準」

とする。 

3. （上記の定款修正を受けて）IFRS 財団のエグゼクティブ・ディレクター

の任命に関する規定を適合修正する。 
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④ Technical readiness working group における議論の状況 

IFRS 財団は Technical readiness working group（以下、「TRWG」という）

での議論について、2021年5月から同年6月に実施されたStrategic meeting

の議事概要を、同年 6月 21 日にホームページ上に公表した。 

議事概要では、ISSB の設置に先立つ TRWG による議論の成果物として、以

下の 3点を提供する事が示された。 

I. 技術的な意見・提案の提供。具体的には、 

 TCFD 提言に基づき構築されたプロトタイプ開示基準の改良 

 ISSB での基準設定における課題への対処 

II.サステナビリティ開示基準設定の統合を進める目的で、技術的な専門知

識、コンテンツ、リソースを ISSB に適切に移行するための計画（ISSB の

運営方法に関する意見・提案を含む） 

III. 企業価値創造のための包括的な企業報告フレームワーク・基準の提供

と、IFRS 財団・ISSB のガバナンスと活動の優先順位付けと計画を促進す

るための、IFRS 財団の戦略に対するインプット提供 

その後、同園 9月 13 日の IFRS 諮問会議（Advisory Council）、9月 20 日

の IFRS 評議員会（Trustee）において、TRWG における議論の状況と提案（成

果物）の概要が報告されている。報告されている TRWG の成果物には、5 団

体が作成した気候関連開示基準プロトタイプの拡張、財務情報と非財務情報

とのコネクティビティ、非財務情報開示基準の全体構造等、8つの内容が含

まれている。 

このうち、基準の全体構造については 8つの内容とは別途説明がされてお

り、基準の基本構造（ガバナンス、戦略、リスクマネジメント、指標と目標

の四本柱）を示した上で、表示基準（全般的な要求事項）、テーマ別基準（第

一に気候）、業種基準（業種に固有の開示）の 3 分野に分かれた構造が示さ

れている。 
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表 2 Technical readiness working group による 8つの提案 

（資料）IFRS Foundation “Update on the work of the Technical Readiness 

Working Group (TRWG)”（2021/9）から経済産業省作成。 

 

図 5 Technical readiness working group が示す基準の構造図 

（資料）IFRS Foundation “Update on the work of the Technical Readiness 

Working Group (TRWG)”（2021/9）から経済産業省作成。 

 

(2） 実務記述書4第 1号「経営者による説明」の改訂 

① 公開草案の概要と公表の経緯 

 2021 年 5月 27 日、IFRS 財団は実務記述書第 1号「経営者による説明」の

公開草案（以下、「改訂案」）を公表し、提案内容に対するコンサルテーショ

ンを開始した。コンサルテーションへのコメント期日は 2021 年 11 月 23 日

である。 

                                                   
4 IFRS 実務記述書は、IFRS に準拠して財務諸表を作成する上での遵守は要求されないため、IFRS 基準を構

成しない。ただし、各国の規制当局が IFRS 実務記述書の遵守を追加的に要求する事は可能とされている。 
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改訂案では、「経営者による説明」の改訂の背景として、記述報告の進展

（価値創造への着眼、サステナビリティ報告の進展）、情報ニーズの変化（長

期視点・無形資産・ESG 論点）、報告実務とのギャップ等をあげている。 

その上で、改訂の目的を、投資者及び債権者が必要としている情報に焦点

を当てた包括的な要求事項及び経営者が当該情報を識別して明確に表示す

るのに役立てるための、十分な柔軟性と十分な規律を具備するガイダンスと

して開発することと説明している。 

改訂案では、経営者による説明を「企業の財務諸表を補完する報告書」と

定義した上で、その目的を以下に示している。 

 企業の財務諸表において報告される企業の財務業績及び財政状態につ

いての投資者及び債権者の理解を高める。 

 企業の財務業績及び財政状態に影響を与えた諸要因並びに企業が将来

において価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与

える可能性のある諸要因についての経営者の洞察を提供する。 

その上で、「経営者による説明」の内容を、相互に関連する 6 つの領域に

分けた上で、各領域の開示目的、記載事項を説明している。また、「経営者

による説明」に記載する情報について、情報を選択する際の重要性5の考え

方及び記載する情報・指標に求められる要件を示している。 

また、改訂案では、企業の無形の資源及び関係（企業の財務諸表において

資産として認識されていない資源を含む）並びに環境・社会・ガバナンス（ESG）

事項に関する事項に関する情報を提供する際のガイダンスが示されている。 

この改訂については、投資者及び債権者は、企業の長期的な見通しに影響

を与える可能性のある事項に関する情報に特に関心があり、先に挙げた事項

にはそういった内容が含まれる可能性があるためと説明している。 

 

② ISSB と「経営者による説明」の関連性 

 改訂案では、「経営者による説明」の改訂案と IFRS 財団評議員会のサス

テナビリティ報告に関するプロジェクトの相互関係について触れており、

「将来において、企業は当該審議会が公表した（サステナビリティ報告）基

準を本実務記述書に準拠するために必要となる情報の一部を識別するのに

役立てるために適用することができる可能性がある。」と述べている。 

                                                   
5 公開草案において、重要性は以下のように定義されている。 

「経営者による説明の文脈において、情報を省略したり、誤表示したり覆い隠したりすることが、投資者及び

債権者がその経営者による説明及び関連する財務諸表に基づいて行う意思決定に影響を与えると合理的に予想

し得る場合には、当該情報は重要性がある」 
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その上で、本改訂案に対する質問事項の一つとして、改訂案を最終確定す

るに当たり、IFRS 財団評議員会のサステナビリティ報告に関するプロジェ

クトに関連して考慮すべき事項について、コメントを募集している。 

この点、先述の TRWG の成果物に含まれる 8つの内容の 1つ、「コネクティ

ビティ」の項目において、「IASB・ISSB 間のフレームワークの接合及びコネ

クティビティを提供するための『経営者による説明」の進化」が含まれてい

ることからも、「経営者による説明」が IASB と ISSB の取組を繋げる役割が

期待されていることが伺える。  
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III. IOSCO の動向 
 

(1） 技術的専門家グループの設置 

2021 年 3 月、IOSCO は IFRS 財団が TRWG の設置、及びオブザーバーとしての

参加を求められたことについて歓迎の意を示すとともに、サステナブル・ファ

イナンス・タスクフォースの下に、新たに技術的専門家グループ（Technical 

Expert Group、以下、「TEG」）を設置することを発表した。 

TEG では、5 団体の気候関連プロトタイプについて、産業固有の指標を含む

その内容の改良を検討した上で、ISSB のもとで国際サステナビリティ報告基準

を開発するための健全な基礎となりうるかどうかを検討するとしている。 

その上で、検討にあたっては以下に焦点を当てるとしている。 

 資本市場のコアな情報ニーズを満たしており、かつサステナビリティ関連の

開示の義務付けに向けて、一貫して比較可能なアプローチのベースラインに

資すること 

 既存の会計報告基準と共存可能であり、かつ作成者によるサステナビリティ

関連の開示について良好なガバナンスを促進すること 

 監査及び保証の枠組みを構築するための基礎を形成すること 

 

(2） 「企業のサステナビリティ開示に関する報告書」の公表 

 2021 年 6 月、IOSCO はサステナブル・ファイナンス・タスクフォースがとり

まとめた「企業のサステナビリティ開示に関する報告書」を公表した。本報告

書は、投資家に焦点を当てたサステナビリティ基準のグローバルなベースライ

ンの構築と、サステナビリティ報告のグローバルな一貫性、比較可能性及び信

頼性の向上という、ISSB に対する IOSCO のビジョンと期待について詳しく説明

がされている。 

本報告書においては、5団体の気候関連プロトタイプについて、「投資家ニー

ズに対応した、プロトタイプの改良」「ISSB 設置前の暫定ガイダンスの提供」

「ISSB が機能するための長期での考慮事項の評価」という 3 つの視点から分

析・評価を実施している。 

その上で、5 団体の気候関連プロトタイプの潜在的な改良可能性及び考慮事

項について、5つの視点からとりまとめを行っている。 
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表 3 IOSCO の 5団体の気候関連プロトタイプに対するコメント 

(*1)3 つの次元（秩序あるシナリオ／不調シナリオ／ホットハウスシナリオ）に分けて、6 つのシ

ナリオを提供 

（資料）IOSCO “Report on Sustainability-related Issuer Disclosures”（2021/6）から経済

産業省作成。 
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IV. 欧州の動向 

 

 欧州委員会は、2021 年 4 月、サステナビリティ情報の開示に関する新たな指令と

して、企業サステナビリティ報告指令（Corporate Sustainability Reporting 

Directive、以下、「CSRD」）の案を公表した6。これは、サステナブルファイナンス促

進に資する取組の一つとして、2018 年から施行されている非財務情報報告指令（Non-

Financial Reporting Directive、以下、「NFRD」）を改定するものである。主な改定

点としては、①対象企業の拡大、②開示事項の詳細化、③監査・保証の義務化、④開

示のデジタル化、の 4点が挙げられる。 

① 対象企業の拡大 

現行の NFRDでは従業員 500名以上の上場企業及び金融機関が対象とされているの

に対し、CSRD 案では全ての大企業7及び上場企業（零細企業を除く）8が対象とされる

ことになる。これにより、対象企業数は約 11,000 社から約 49,000 社となる見込み

である。 

② 開示事項の詳細化 

NFRD のダブルマテリアリティの考え方を維持しつつ、図○のとおり、内容の追加

や詳細化が行われている。また、指令において定められた開示事項を指標レベルでよ

り詳細に規定するため、欧州委員会から委任を受けた EFRAG（欧州財務報告諮問グル

ープ）によってサステナビリティ報告基準案が策定されることとなっている。NFRD

においては、指令で定められた開示事項について任意のガイドライン9が公表されて

はいるものの、その利用は義務づけられていないのに対し、CSRD においては、サス

テナビリティ報告基準に基づく開示が義務化されることとなっており、開示内容の

詳細な規定による比較可能性の向上が図られている。 

2021 年 9 月、EFRAG のプロジェクトタスクフォースは、今後のタスクフォースに

おける議論の出発点として「気候基準プロトタイプ」に関するワーキングペーパー10

を公表した。これによると、気候基準の主要な目標は、①投資家及びその他ステーク

ホルダーへの透明性の提供、②CSRD、タクソノミー規則、SFDR（Regulation on 

Sustainability-related disclosures in the financial services sector）といっ

た EU の目標への対応、③国際的なイニシアティブとの互換性の確保、の三点とされ

ており、3 つの報告分野（戦略、実行、実績測定）が 10 の開示分野を通じて具体化

                                                   
6 欧州委員会 ”Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL 

amending Directive 2013/34/EU, Directive 2004/109/EC, Directive 2006/43/EC and Regulation (EU) No 

537/2014, as regards corporate sustainability reporting”（2021 年 4 月） 
7 大企業とは、a: 総資産残高 2000 万ユーロ以上、b: 純売上高 4000 万ユーロ以上、c: 従業員数 250 人以上の

うち、2 つ以上の条件を満たす企業。 
8 上場企業のうち、micro-undertakings（a: 総資産残高 35 万ユーロ、 b: 純売上高 70 万ユーロ、c: 従業員数

10 名のうち、2 つ以上の条件を超えない企業）を除く 
9 欧州委員会 ”Guidelines on non-financial reporting”（2017 年 6 月）、”Guidelines on reporting climate-

related information”（2019 年 6 月） 
10 EFRAG “’Climate standard prototype’ Working Paper”（2021 年 9 月） 
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されている（気候基準案の詳細は Appendix.4 を参照）。今後、気候以外の分野の基準

についても、順次策定が進んでいくことが見込まれている。 

図 6 NFRD 及び CSRD の開示事項  

（資料）欧州委員会”Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 

COUNCIL amending Directive 2013/34/EU, Directive 2004/109/EC, Directive 2006/43/EC and 

Regulation (EU) No 537/2014, as regards corporate sustainability reporting”（2021 年 4

月）から経済産業省作成。 

 

③ 監査・保証の義務化 

CSRD 案では、企業が報告するサステナビリティ情報の正確性及び信頼性の向上の

ため、報告内容の監査・保証が義務化されることとなっている。保証には「限定的保

証（limited assurance）」と「合理的保証（reasonable assurance）」があり、それ

ぞれ保証の水準が異なっている11。合理的保証は限定的保証よりも厳格であり、作業

量が多く、企業側の費用もかかることから、CSRD 案においては、まずは限定的保証

                                                   
11 限定的保証は、重要な虚偽表示があると結論づける事項が確認されなかったことを示す否定的な表現となる

のに対し、合理的保証はあらかじめ定義された基準に照らした測定結果に関する意見が肯定的な表現で示され

る。 
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から始め、サステナビリティ保証基準が策定された後に、より厳格な合理的保証へ移

行する段階的アプローチが提案されている。また、CSRD 案においては、サステナビ

リティ保証サービスの市場を「独立保証サービスプロバイダ」に開放することが提案

されている。つまり、各加盟国は、通常の財務情報の監査人以外にもサステナビリテ

ィ情報の保証を認めることを選択できるようになる。 

④ 開示のデジタル化 

CSRD 案では、サステナビリティ情報は法定開示の構成要素であるマネジメントレ

ポートで開示することが規定されており、財務諸表・マネジメントレポートともに単

一電子フォーマットを利用して提出することとされている。具体的には、財務諸表と

マネジメントレポートを XHTML 形式で作成し、サステナビリティ報告基準とともに

開発される分類システムに従って、タグ付けすることが求められる。 

今後の想定スケジュールとしては、2022 年半ばまでに、EFRAG において第一弾の

サステナビリティ報告基準が作成されることとなっている。CSRD 案については、現

在、欧州議会と欧州理事会の間で検討が行われており、これが 2022 年半ばまでに合

意に達した場合、サステナビリティ基準についても 2022 年末までに委任法として採

択されることが予想される。これにより、CSRD 対象企業は、2023 年度を対象とした

2024 年の年次報告書からサステナビリティ報告基準に則った開示が求められること

となる。 
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第二章：個別分野におけるサステナビリティ情報の開示のあり方について 

 

I. 気候関連開示～5団体による気候関連の財務開示基準のプロトタイプ 

 

1. 議論の背景 

2020 年 12 月に公表された 5団体の気候関連プロトタイプ（詳細は Appendix 3 を

参照）は、気候変動関連の財務的リスクと機会及びそれらが企業の財務実績、財政状

態、価値創造能力へ及ぼす影響に関する情報を提供するための開示要件を定めるも

のである。本プロトタイプは、IFRS 財団・ISSB における気候関連報告基準の開発の

基礎となることが想定されることから、本研究会においてもこれに基づく議論を行

い、下記のような意見を整理した。 

 

2. 研究会における議論 

(1） 総論 

5 団体の気候関連プロトタイプは、TCFD 提言が採用している 4 つの柱（ガバナン

ス、戦略、リスク管理、指標と目標）と同様の構造を採用しており、TCFD 提言で推

奨される開示事項が全て含まれている旨が5団体の公表文書内で示されている。TCFD

提言に沿った開示は既に国内外の多くの企業で進められているため、今後 IFRS 財団

が作成する気候関連財務開示基準においても同様の構造を採用することは、作成者・

利用者双方からの理解が得やすいと考えられる。他方で、TCFD 提言への対応状況は

企業によって様々であり、TCFD 提言に基づく情報開示を進めてきた企業であれば、

本プロトタイプについても概ね対応することが可能ではないかと思われる一方、こ

れまでの取組状況が十分でなかった企業においては、対応に数年程度要することが

予想される。 

また、仮に国際的な基準が策定された場合、その適用の水準については、一律の開

示を求めることにより、形式的な開示に陥ることの懸念が多く聞かれた。規定上、

TCFD 提言は「推奨される情報開示（recommended disclosures）」とされているのに

対し、本プロトタイプは「作成者は内容を開示しなければならない（shall disclose）」

とされているが、ここに定められた全ての開示事項を一律・機械的に開示しようとす

ると、実質的に経営陣が検討していない内容についてまで形式的に開示がされる可

能性があり、結果的に報告書の主旨、報告書を通じた企業の個性が伝わりにくくなる

おそれがある。また、各企業におけるマテリアリティ分析の結果、重要性の高くない

と判断した情報についてまで詳細な開示を求めるのは、開示の費用対効果という観

点からも適切でない。「遵守又は説明（Comply or Explain）」のアプローチに基づき、

各企業にとっての重要性が十分に考慮された開示を行うことが、作成者・利用者の双

方にとって効果的かつ効率的であり、投資家との建設的な対話にもつながるものと

考えられる。 
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更に、2022 年 4 月の市場区分再編に伴い創設されるプライム市場の上場企業にお

いては、IFRS 財団・ISSB で定められる基準をはじめとした国際的な基準に沿った開

示が求められることになるのではないかとの意見が示された。 

開示媒体の検討の必要性についても意見が示された。利用者の特性、利用の目的に

よって求められる情報は異なることから、効率的な非財務情報の開示を行うために

は、開示の媒体や章立てを使い分けながら開示を行うことが重要である。特に、国内

外の企業との比較可能性が求められるような情報については、メインの報告書とは

別のデータブック、ウェブサイト等を用いて一覧性のある開示を行うことが考えら

れる。また、非財務情報についてもデジタル情報として一元的に提出を求める EU の

動きを踏まえ、今後、非財務情報のデータベース等についても検討が必要となるとの

意見もあった。 

さらに、IFRS 財団がサステナビリティ基準の策定に取り組むことを踏まえ、IFRS

と今後策定されるサステナビリティ基準の間の整合性について留意すべきとの考え

方も示された。例えば、二つの基準間で共通したセグメントの考え方が使われること

は、作成者・利用者の利便性を高めることに繋がる。また、IFRS における「概念フ

レームワーク」・「基準」・「実務記述書」という関連文書の構造を踏襲することによ

り、改定の必要性が生じた際にも、柔軟な対応が可能になるとの意見があった。 

 

(2） 各項目について 

その他、5団体の気候関連プロトタイプに定められた各開示項目については、以下

のような意見が示された。 

【ガバナンス】 

 「リスクと機会に責任を有する取締役、幹部、委員会の情報」、「気候関連のリス

クと機会に対応するための戦略を統治・管理するための取締役会のスキルと能力」

（4.c.及び 4.d）については投資家の注目が高く、積極的な開示が期待される。 

 ここに定められた項目は一定程度有益だが、TCFD 提言の 2項目が 5団体の気候関

連プロトタイプでは 5項目に増えたと捉えるのではなく、これら 5項目を参考に、

どの要素を盛り込んだ説明が説得的であるかを各企業が考えるべき。 

 「気候関連のリスクと機会に対応するための戦略を統治・管理するための取締役

会のスキルと能力」（4.d.）は、必ずしも気候関連の科学的知見、諸規制の細目に

関する知識や専門分野の経験の有無を問うものではなく、大局的な視点で常識を

持って是非を判断することにあると理解すべき。従って、専門分野の「有資格者」

を選任すべきだ・しておけば良いといった姿勢を動機付けすることがないよう留

意が必要。 
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【戦略】 

 気候変動に対処するための経営戦略の前期からの変化（9.d.）の開示は有意義で

ある。 

 前期との変化、リスクや機会が顕在化する時間軸（9.c.～9.e.）は、長期目標の

達成に向けた進捗確認に不可欠である。 

 気候関連の R&D 投資・活動、新技術の採用（10.a.）については、イノベーション

を進めていくという観点から、開示を促していくと良いのではないか。 

 情報の必要性については賛同できる一方で、TCFD の準拠を始める企業にとっては

レベルの高い項目である。TCFD と同様、時間的猶予を与えるのが現実的。 

 開示に当たって考慮するのが望ましい項目としては有用だが、各社における重要

性等に応じて開示の要否は判断されるべき。 

 「気候関連のリスクと機会が企業戦略に与える影響を分析するために企業がチ

ェックしている主なトレンド」（9.f.）は重要な情報だが、開示の形骸化に陥るお

それはある。コンサルタントが「業界標準」的なものを推奨し、各社が横並びで

それを開示するような事態になると、有益な情報開示とはいえなくなる。 

 「特定された気候関連のリスクと機会が顕在化すると予想される推定時間軸」

（9.e.）は難しい。例えば、「現在合理的に得られる情報に基づいた上で」、「不確

実性がどれくらいであるか」などを議論する必要がある。 

 シナリオ分析の前提の置き方やモデル設計について、結果として「業界内で横並

び」のような事態に陥るリスクは考えられる。そうならないような配慮・工夫が

求められる。 

 「短・中・長期にわたる組織戦略のレジリエンスを企業の財務状況がどう支えて

いるか」（11.c.）は、財務内容との関連について回答させる項目になっているが、

見積もり要因が多く、提示された金額だけが独り歩きする事の危うさを感じる。 

 

【指標と目標】 

（指標） 

 指標と目標の計算・推定に使用した方法、含まれるものの範囲、計算・推定の基

礎となる仮定（27.b.）については、分析の確からしさの確認に必要ではあるが、

開示することにより他社の同質化を招く。 

 気候変動トピックの性格を踏まえると業種別指標は必要と考えるが、従来の業種

を超えたビジネスモデルの広がりや複数業務を営む企業の存在を考えれば、業種

別基準を一律に適用することは、開示情報量の爆発と情報の価値関連性

（Relevance）の低下に繋がるおそれがある。 
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 少なくとも Comply or Explain アプローチの導入、一歩進んで、以下のような複

数手段の組み合わせによって、価値関連性と比較可能性を同時実現する方法を模

索すべきではないか。 

 重要性判断に基づく主体的選択の原則 

 重要性判断に関するプロセス要求（取締役会のリーダーシップ、プロセス開示

等） 

 デジタル開示の積極活用（XBRL を活用した指標データベース導入） 

 指標の選択・不選択に関する方針及び理由についての説明 

 産業別の指標については横断指標を補正する意味もあるので、設定が必要。特に、

エネルギー多消費産業などトランジション段階とその後のイノベーション実証

段階とで評価すべき取組に大きな変化が予想されるセクターや、食品産業など適

応のウエイトが高いセクターなどへの配慮が必要である。 

 指標に関する標準は、辞書のようなものと整理してはどうか。重要課題や関連す

る価値創造の観点から有用な指標をその辞書の中から選んでも良いし、独自の指

標を考えても良い。その指標を選定したことについて説得力のある説明があれば

良く、全ての指標を機械的に開示することはかえって企業のマテリアリティを不

明確にする。 

 「数値の形で開示すべき最低限の指標」だけでなく、「企業側の事情により数値を

出せないが、定義やコンセプトの形では示せる KPI」や「記述情報として出せる

説明」なども広範に認める姿勢が望ましい。定量化にこだわるあまり、重要な情

報が開示されなかったり、重要でない情報が開示されたりという事態は避ける必

要がある。 

 財務的インパクト（21.a.）については、見積もり要素が非常に多く、具体的な金

額を出すことには慎重であるべき。気候変動は将来を予測することが非常に困難。

短期的な予測であればまだ良いが、長期的な予測になるほど、シミュレーション

の結果は当てにならない。 

（目標） 

 2℃目標は全体としての目標であり、それを個々の企業の目標に直接適用するこ

とは不可能。他方、2℃目標を踏まえ、それを意識した目標を個々の企業が設定す

ることは大事。また、それがどのような発想、ロジック、根拠なのかを示すこと

は可能であり、その点を明確にすることには意味がある。 

 社会インフラの整備なども含め、不確実性のあるイノベーションの実装が前提と

なることも多い。ベースラインの設定や目標年などについては、機械的・画一的

な KPI の設定が求められないようにする必要がある。 
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II. 人的資本情報の開示 

1. 議論の背景 

本研究会において気候関連開示に次いで、人的資本情報の開示を検討の俎上に載

せた背景としては、大きく以下の 2つがある。 

(1) 人的資本情報の重要度の高まり 

企業を取り巻く環境が大きく変化する中で、自社の人材や人材戦略が、どの

ように経営戦略の実現や持続的な企業価値の向上につながるのかについて、企

業と投資家が対話を進めることの重要度が高まっている。2021 年 6月に改訂さ

れたコーポレートガバナンス・コードにおいても、人的資本への投資について、

自社の経営戦略・経営課題との整合性を意識した、わかりやすく具体的な情報

開示が求められている。 

また、ESG の観点から、労働安全や従業員の健康、賃金の公正性、ダイバーシ

ティといった人的資本に関連する論点について、より高い水準での達成を求め

る投資家や消費者からの声は高まりをみせている。加えて、ブランド価値やサ

プライチェーンのリスクマネジメントの観点からも、情報の重要度が高まって

いる。企業もこのような動きを受け、ESG 活動の主要なテーマとして人的資本

に関連するトピックを挙げる割合が増加傾向にある。 

 

(2) 海外における人的資本情報の開示をめぐる議論 

① 米国証券取引委員会による Regulation S-K の改定 

2020 年 8月、米国証券取引委員会（SEC）は、Regulation S-K（非財務情

報の定性的な情報開示に関する規制）に規定される開示項目を改定し、上場

企業に対して人的資本に関する情報の開示を義務づけた。 

具体的には、従来から開示を求めていた登録者（上場企業等）が雇用する

従業員の数を含む登録者の人的資本資源の説明及び登録者が事業を経営す

る上で重視する人的資本の施策又は目的について、自社のビジネスを理解す

るために重要な範囲において、開示を求めている。 

なお、Regulation S-Kでは具体的な開示項目までは定めていないものの、

開示項目の例として、登録者の事業及び労働力の性質に応じた、人材の育成、

確保、維持に対処する施策又は目的を挙げている。 

 

② 英国財務報告評議会による人的資本に関する報告書の公表 

2020 年 1月、英国財務報告評議会（FRC）は人的資本に関する報告書を公

表した。その中で、FRC は、人的資本に関連する現行の開示ルールを整理し
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た上で、人的資本の開示を充実させ、投資家との対話を進めるために必要な

視点とそのための開示の内容を解説している。 

この解説の中では、従業員エンゲージメントや、研修・能力開発といった、

人的資本に直接関係する項目だけでなく、人的資本に関連する論点の検討プ

ロセス（取締役会による人的資本に関する検討が経営戦略へ反映されている

か、など）や、人的資本が組織にどのように価値を生み出すかについても、

投資家の理解のために開示が望まれるとしている。 

 

2. 研究会における議論 

(1) 総論（人的資本情報の論点構造） 

人的資本情報の特徴として、「人的資本」として開示される論点・情報が多岐

に渡るという点がある。例えば、国際標準化機構（ISO）による人的資本開示情

報の任意の開示ガイドラインである ISO 30414 は、11 の領域に分けて 58 の指

標を定めている。 

ここで、人的資本の開示の論点は大きく「価値向上」の視点と、「リスクマネ

ジメント」の視点から整理することができる。具体的には、経営戦略の実現を

支える人的資本の価値を最大化する取組を通じて、中長期的な企業価値の向上

を目指し、投資家からの評価につなげる「価値向上」のための開示と、人的資

本にかかる公平性・公正性確保のための取組を開示することで、投資家からの

リスクアセスメントニーズに応えていく「リスクマネジメント」のための開示

の 2つに整理される。 

人的資本情報の開示検討にあたっては、この 2つの視点を念頭に置きながら、

開示の方向性について検討を実施した。 

図 7 人的資本の論点概念図 
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(2) 各論（人的資本情報の開示のあり方について） 

人的資本情報の開示のあり方につき、研究会では以下のような論点について議

論となった。 

① 人的資本情報の特徴を踏まえた開示 

先述の通り、人的資本に関する情報の開示は、「価値向上」のための開示

と、「リスクマネジメント」のための開示に整理される。人的資本情報の開

示にあたっては、それぞれの開示項目が持つ特徴を念頭に置くことが効果的

な開示に繋がると考えられる。 

「価値向上」のための開示が求められる項目では、人的資本の価値向上の

ための取組の開示を通じて、人的資本情報と企業価値の関連性を示すことが

重視される。この場合、企業の人的資本がどれだけ企業の価値創造に関連し、

将来において価値をもたらすのかという視点に立脚した説明及び情報を開

示することを重視する必要があるという意見が示された。例えば、特許技術

や研究開発を強みとしている企業の場合、当該技術や開発の強みの内容・定

量情報と合わせて、その強みを継承・育成していくための人的資本投資や組

織的な取組を説明することにより、価値向上の観点も含む開示が達成される

と考えられる。 

一方、「リスクマネジメント」のための開示が求められる項目では、人的

資本にかかる公平性・公正性の観点から、投資家のリスクアセスメントニー

ズに応えることが重視される。この場合、企業は公平性や公正性等の視点を

踏まえた人的資本についての現状分析や、社会要請等を踏まえた今後に向け

た取組の説明等を通じた、投資家のリスク評価視点に立脚した説明及び情報

を開示することが必要と考えられる旨の意見が示された。例えば、ハラスメ

ント防止のためのコンプライアンス研修の実施状況や、内部通報制度、労働

環境の整備や制度体系の説明といった情報は、業種にかかわらず開示を行う

ことで、リスクアセスメントニーズが達成されると考えられる。 

② 人材戦略・人的資本情報と価値創造プロセスのリンケージ 

 企業が価値創造プロセスないし企業戦略の説明にあたり、そのプロセス・

戦略の実行を担う人的資本の重要度及び人的資本を活かし発展させるため

のインプットとしての人材投資・人材戦略の重要度を謳っているケースは多

い。また、人的投資・人材戦略の成果であるアウトプットについて、女性管

理職比率指標等のダイバーシティ関連指標、離職率等を用いて実績を説明し

ているケースも多い。 

一方で、人材戦略の実現や人的資本への投資が、どのように価値創造プロ

セスや企業戦略の実現に繋がっているのか、が明確に説明されないことによ

り、価値創造プロセスにおける人材戦略・人的資本情報の進捗や位置づけに

ついて、読み手の理解が難しくなっているという意見が多く示された。 
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その上で、人的資本の情報開示にあたっては、企業の価値創造プロセスな

いし企業戦略における人材戦略の位置づけを示した上で、人材戦略の進捗及

び成果を示す指標との関係を紐付ける説明も合わせて開示することが有効

との意見が示された。これにより、価値創造プロセスや企業戦略における人

材戦略の位置づけと、人材戦略の成果としての人的資本情報がリンケージさ

れ、企業の人材戦略・人的資本の情報を一連の流れとして把握することが可

能となり、適切な理解が進むことが期待される。 

例えば、人材戦略や人的資本に関する取組が、どのような時間軸（短期・

中期・長期）で価値創造プロセスや企業戦略に反映されていくか、指標及び

目標値とあわせて説明することにより、読み手は時間軸まで意識した理解が

可能となる。また、企業が目指すビジネスモデルを支える人材像を示した上

で、そのような人材確保に向けた人材戦略及びその進捗を測る指標について

開示・説明することにより、読み手は経営戦略の一部である人材戦略に関す

る進捗の詳細な理解が可能となる。 

【Column 2】 

人材版伊藤レポートにおける関連箇所：「経営戦略と人材戦略の連動」 

2020 年 9 月に経済産業省が公表した「持続的な企業価値の向上と人的

資本に関する研究会 報告書 ～ 人材版伊藤レポート ～」（以降、「人材版

伊藤レポート」）では、持続的に企業価値を向上させるためには、経営戦

略・ビジネスモデルと表裏一体で、その実現を支える人材戦略を策定・実

行することが必要不可欠である、としている。 

その上で、自社の人材戦略が、ビジネスモデルや経営戦略にどう連動し

ているのか、人材戦略の取組がどこまで進捗しているか等の情報の見える

化が必要とである、としている。 

また、こうした情報について、成果や価値創造との結び付きとあわせて、

企業が投資家に対して積極的に発信していくべきである、としている。 

 

【Column 3】ダイバーシティ経営の推進 

経済産業省では、「多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる

機会を提供することで、イノベーションを生み出し、価値創造につなげ

ている経営」を、「ダイバーシティ経営」として、取組を推進している。 

具体的には、「なでしこ銘柄」の選定による先進事例の発信、ダイバー

シティ経営実践のための各種支援ツールの提供等を通じ、女性を含む多

様な人材の活用を経営戦略として取り込むことを支援している。 

こういった企業においては、ダイバーシティに関する取組について、

客観的な KPI による成果の開示（例：女性管理職比率の向上）とあわせ
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て、取組が長期的に企業価値向上に繋がった実例（例：新規事業創出プ

ログラムにおける新たなビジネスモデルの展開）を説明することによ

り、「価値向上」のための人的資本に関する開示が実践されている。 

 

【Column 4】人的資本開示の好事例（MS&AD ホールディングス） 

MS&AD ホールディングスの統合報告書「MS&AD 統合レポート 2021」では、

人的資本に関する情報について、自社の価値創造プロセス・中長期の成長

戦略のそれぞれに紐付けて説明することにより、人的資本に関する取組の

全社における位置づけが明確に示されている。 

また、価値創造プロセス、中長期の成長戦略のいずれの説明においても、

人的資本に関連する、目標値を含む定量情報、指標（KPI）を開示してい

る。これにより、人的資本に関する取組の現在地と将来の目標が、情報の

読み手に対して端的に伝わり、質の高い対話に繋がっている。 

 

③ 開示指標（KPI）の理解に資する定性情報の説明 

人的資本の情報は、例えば、従業員の基本的な属性情報があれば、女性管

理職比率、従業員一人あたり研修時間等を算定し開示することは比較的容易

であると考えられる。この特徴から、人的資本の情報は他の非財務情報と比

較して、企業間の比較可能性を確保しやすいというメリットがある。 

一方で、指標を単純に比較しても、人的資本の取組の巧拙を評価できない

ケースもあるとの指摘があった。例えば、従業員満足度調査やエンゲージメ

ント調査の場合、質問項目や形式等、企業ごとに調査方法が異なるケースも

想定されることから、指標のみを以て企業間比較をすることが適切でないと

いえる。また、企業ごとに採用を含む人材戦略の方針には違いがあることか

ら、離職率の絶対値のみをもって企業間の人的資本に対する取組を評価する

ことは適切でないケースも考えられる。このような場合、企業間の比較を実

施する際には、指標に加えて、個社毎の調査方法、調査方針、企業が重視す

る項目、経年変化等の企業固有の情報も斟酌することが必要となる。 

また、人的資本の情報は、業種の持つ特徴や企業の事業構造による影響を

受けることから、指標の評価・比較にあたっては、この点も斟酌する必要が

あるとの指摘もあった。例えば、製造拠点が国内にある企業と、海外にある

企業では、海外における人種構成や文化的背景も踏まえた上で、ダイバーシ

ティに関連する指標を比較して評価することが求められるケースがあると

考えられる。また、研究開発志向の企業と、設備・労働集約型の企業では、

労働形態の違いから、労働安全に関連する指標を単純比較して評価すること

は適切ではないと考えられる。このような場合、企業が属する業種の特性や、
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企業の事業構造等の背景情報を念頭に置いた上で、指標の比較を実施する事

が必要となる。 

このように、人的資本の情報を開示する際は、算定される指標に加えて、

その指標の理解に資する定性的な情報、説明、ないし補完的な定量情報を併

せて開示することが望まれる。これにより、情報の受け手が人的資本に関連

する情報・指標の意味を適切に理解することが可能となり、情報の有用性・

比較可能性が担保されることになる。 

なお、既存の非財務情報に関する枠組（例：SASB スタンダード）では、人

的資本に関する開示項目が業種毎に詳細に定められているケースもある。ま

た、先述の通り、ISSB においても業種別の基準を今後検討していく事が想

定されている。このため、海外企業との比較可能性を担保する観点からは、

国際的な非財務情報に関する枠組みに照らした情報開示を意識することが

重要という意見もあった。ただし、この場合でも、情報の受け手が情報・指

標の意味を適切に理解出来るような開示を行うことが肝要となる。 

【Column 5】人材版伊藤レポートおける関連箇所：「As is–To be ギャッ

プの定量把握」 

人材版伊藤レポートでは、経営陣が企業理念、企業の存在意義（パーパ

ス）や経営戦略を実現する上で重要な人的資本に関する課題ごとに、「目

指すべき将来の姿（To Be）に関する定量的な KPI の設定」を行うよう提

言している。 

その上で、現在の姿（As is）と目指すべき将来の姿（To be）のギャッ

プを把握し、それをどのような時間軸で、どのように埋めていくかという

戦略こそが重要であるとしている。また、その際には、人材版伊藤レポー

トで取締役会が実効性の高い監督を行うために投げかけるものとして紹

介されている、以下のような問いも参考になると思われる。 

 なぜこの KPI を選択したのかといった「Why」の観点から十分に説明

できているか。 

 どのようにその KPI を達成するのかといった「How」の観点から十分

に説明できているか。 

 

 

  



39 

 

④ 日本企業に固有の課題 

 研究会では、人的資本に関して日本企業に特徴的な課題や、その解決の

ための取組の状況についても、開示を進めていく必要があるとの意見が多

く示された。 

例えば、多様な働き手が増える中で、正規・非正規や、性別、国籍別の

人員数といった数値の開示だけでなく、いかに、多様な人材を含めた人的

資本全体の付加価値の向上と、賃金差の解消等の課題解決の両立を戦略と

して進めていくかについて、示していくことが重要との意見が示された。 

また、日本企業の人事制度はグローバルに統一されていないことも多く、

海外拠点の人材マネジメントにまで配慮が及んでいない。グループレベルで

の価値創造に向け、一貫した人材戦略・ガバナンス体制の構築をどのように

行っていくかについても説明をしていく必要性についての意見も示された。 

こうした課題は、日本企業の企業文化のあり方とも密接に関わるもので

あって、課題解決の取組を進める際には、企業文化への定着度合いにも十

分に留意する必要がある。 

【Column 6】 

人材版伊藤レポートおける関連箇所：「企業文化への定着」 

「人材版伊藤レポート」では、企業文化は、「所与のものではなく、日々

の活動・取組を通じて醸成されるもの」であって、企業理念、企業の存在

意義（パーパス）や持続的な企業価値の向上につながる企業文化を定義し、

企業文化への定着に向けて取り組むことが必要である、としている。 

具体的には、企業文化の定着に向けて、経営トップ自らが粘り強く発信

していくとともに、企業文化に関しても、適切な KPI を設定し検証する

ことが求められる、としている。 

⑤ 投資家と企業の対話（エンゲージメント）のあり方 

研究会では、企業・投資家の双方が対話の工夫をすることにより、より効

果的・効率的な開示に繋がるのではないか、という意見が示された。 

具体的には、企業が重要なステークホルダーを特定し、経営トップ自らが

そのステークホルダーと対話を行う過程で、投資家が真に必要とする情報が

何であるかに関する気づきが得られることもある。 

また、投資家においても、企業とのエンゲージメントに際して、投資の目

的や考え方、人的資本の判断指標について明確に伝えることにより、効果的

な対話に繋がることが期待される。 
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第三章：今後の検討について 
 

I. 中間報告・第一次提言の活用について 

 

 本中間報告・第一次提言は、研究会における 2021 年 11 月○日時点での検討状況

をまとめたものである。今後、国内における質の高いサステナビリティ開示及び対話

（エンゲージメント）の進展や、そのための議論に役立てるとともに、中間報告・第

一次提言の内容を国内外に積極的に発信することで、本研究会の議論のエッセンス

がISSBにおける議論を始めとした国際的な議論に取り込まれていくことを目指すこ

ととする。 

 

 

II. 国内外の議論の進展を踏まえた今後の検討について 

 

 また、本中間報告以降も、国内外の議論の進展を踏まえつつ、引き続き本研究にお

ける検討を重ねることとする。 

 今後の検討課題として、現時点では、 

①気候変動に関する ISSB 基準の草案や ISSB における追加のアジェンダ・コンサル

テーションの状況、EUや米国等の検討状況など、国際的な動向・基準を踏まえた

分析・検討 

②財務情報と様々な非財務情報とのリンケージに関する更なる分析・検討 

③開示情報の電子的な管理（XBRL 等の情報のタグ付け、情報プラットフォーム等）

を通じた開示情報分析の効率化に関する分析・検討 

等が想定されるが、具体的には国内外の検討状況を踏まえ、優先順位を検討していく

こととしたい。 
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Appendix 1: 非財務情報の開示指針研究会 開催実績 

 

回数 アジェンダ 

第 1 回 

（2021 年 6 月 10 日） 
開示指針の世界的な動向把握 

 IFRS 財団による国際的なサステナビリティ基準のための審議会の

設置に関連する定款改定案の概要 

 EU 非財務情報指令改定の概要 

 非財務に関する基準設定主体の動向 

• 非財務基準設定主体の連携と Value Reporting Foundation 

(VRF) 

• CDP を通して見る非財務情報開示の国際動向 

第 2 回 

（2021 年 7 月 16 日） 
開示指針の分析 

 第 1回研究会以降の動向 

 第 1回研究会の議論を受けて 

 「企業価値に関する報告 - 気候関連の財務報告基準のプロトタイ

プの例示」の検討 

第 3 回 

（2021 年 9 月 1 日） 
開示事例を踏まえた人的資本開示に関する検討 

 第 2回研究会以降の動向 

 第 2回研究会の議論について 

 人的資本開示に関する課題検討 

第 4 回 

（2021 年 10 月 4 日） 
気候関連の財務報告基準のプロトタイプを踏まえた開示のあり方に関

する検討 

 第 2回の議論を踏まえた、気候関連の財務報告基準のプロトタイ

プを踏まえた開示のあり方に関する検討 

 IFRS 実務記述書「経営者による説明」の改訂案概要 

 中間報告の骨子（イメージ） 

第 5 回 

（2021 年 11 月 5 日） 
中間報告についての議論 

 これまでの議論を踏まえた非財務情報の開示のあり方について 
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Appendix 2: 非財務情報の開示指針研究会 委員名簿 

（敬称略・五十音順） 

 

（座長） 

北川 哲雄 青山学院大学 名誉教授・東京都立大学 特任教授 

 

（委員） 

大堀 龍介 一般社団法人 機関投資家協働対話フォーラム 理事 

小野塚 惠美 カタリスト投資顧問株式会社 取締役副社長 COO 

坂上 学 法政大学 経営学部 教授 

住田 孝之 住友商事グローバルリサーチ株式会社 代表取締役社長 兼 

 住友商事株式会社 執行役員 

 WICI グローバル会長・WICI ジャパン常務理事 

竹ケ原 啓介 株式会社日本政策投資銀行 設備投資研究所 エグゼクティブフェロー 

冨田 秀実 ロイドレジスタージャパン株式会社 代表取締役 

溝内 良輔 キリンホールディングス株式会社 常務執行役員 

三井 千絵 株式会社野村総合研究所 上級研究員 

森澤 充世 一般社団法人 CDP Worldwide-Japan 理事・ディレクター 

森 洋一 公認会計士（IIRC フレームワーク・パネル メンバー） 

山内 利博 住友化学株式会社 コーポレートコミュニケーション部長 

 

（オブザーバー） 

金融庁 

公益財団法人 財務会計基準機構 

内閣府 知的財産戦略推進事務局 

一般社団法人 日本経済団体連合会 

日本公認会計士協会 

公益社団法人 日本証券アナリスト協会 

株式会社 東京証券取引所 

法務省 

 

（事務局） 

経済産業省 経済産業政策局 企業会計室 
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• 企業が管理している気候リスクエクスポージャーの範囲と、前期

からの変化 

• 気候変動に対処するための経営戦略の前期からの変化 

• 特定された気候関連のリスクと機会が顕在化すると予想される推

定時間軸 

• 気候関連のリスクと機会が企業戦略に与える影響を分析するため

に企業がチェックしている主なトレンド 

• 気候関連のリスクと機会が業績、財務状況、財務計画に与える潜

在的な影響と推定値 

• 上記に掲げた気候関連のリスクと機会が企業戦略とビジネスモデ

ルに与える影響に関する説明は、影響を管理するためにオフセッ

トまたはその他の方法が使用されているか、またどのように使用

されているか、説明しなければならない。 

 ３． 気候関連のリスクと機会が企業の決定と計画に与える影響 

• 気候関連の R&D 投資・活動、新技術の採用 

• 投資、事業再構築、評価減、資産の減損など、既存及びコミット

済みの将来の気候関連活動 

• レガシー資産に関する重要な計画の前提 -例えば、炭素、エネル

ギー、水を多く消費する事業の削減戦略 

• 資本計画と配分において、温室効果ガス排出量、エネルギー、土

地、水の問題をどのように考慮しているか（例として、気候関連

リスクと機会の変化を踏まえた、主要な買収・売却、合弁事業、

事業変革、サプライチェーン・イノベーション、技術・イノベー

ション・新規事業分野への投資についての議論を含む） 

• 気候関連の新たなリスクと機会に対処するために、資本を配置・

再配置する際の組織の柔軟性 

• 顧客、サプライチェーン、市場、認証制度等を通じた、直接的ま

たは間接的なリスクの軽減及びリスクと機会への適応、気候変動

の緩和と適応に実質的に貢献する活動 

• 気候関連のリスクと機会に対処するための企業戦略に沿って、企

業の財務状況の特定の要素が時間とともに変化することを経営陣

がどのように考えているか（製品、サービス等のポートフォリオ

の構成の変化、気候変動戦略に資する売却・買収、サプライチェ

ーンの多様化・強化の計画などを含む。開示においては、計画の

原資や計画を支えるための投資・金融商品についても説明する必

要がある） 

• 気候関連のリスクと機会に対処するための企業戦略に沿って、企

業の業績の特定の要素が時間とともに変化することを経営陣がど

のように考えているか（低炭素経済に関連する製品・サービスか

らの収益の増加、気候変動への適応や緩和の純費用などを含む） 
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目的 気候関連のリスクと機会を分析・管理するのに用いられる指標と目標に関

する情報を提供する。 

内容  目的を達成するため、企業は業界横断的な事項と業界固有な事項を開

示しなければならない。（別表 A及び気候開示ガイド※を参照） 

 推奨される開示に準拠していない場合、経営者は、開示していない内

容及び加えた修正を明らかにしなければならない。これには、関連す

る状況の説明、省略・修正の性質、及び完全な準拠に向けた計画を添

付しなければならない。 

※気候開示ガイド：SASB 基準から気候関連の指標を抜粋・まとめたもの。 

 • 各事項について、企業は以下を開示しなければならない 

• 気候関連のリスクと機会を測定管理するのに用いる指標（①気候

リスクの評価、投資及び戦略的意思決定に用いられる現在の炭素

価格または価格帯、②企業が業績管理のために行った戦略的・経

営的意思決定が気候関連のリスクと機会に及ぼす影響、を含む） 

• 気候関連のリスクと機会が企業の財務実績に与える影響を反映す

る指標（①収益・費用、営業費用・営業収益、低炭素代替への投

資による節約、及び金額、時期、不確実性を含む、将来の純利

益・キャッシュ・フロー・収益に対する財務的インパクト、②傾

向分析を可能にする過去の期間の指標、③気候関連のリスクと機

会が業績に前年比でどのような影響を及ぼしたか、気候関連目標

に関連して何が達成されたか、組織がさらされている気候関連リ

スクの程度が報告期間中にどのように変化したかについての分

析、を含む） 

• 気候関連のリスクと機会が企業の財務状態に与える影響を反映す

る指標（①資産の耐用年数の変更、②資産価値への潜在的な影

響、③プロジェクトの実行可能性と不確実性、④特許及びその他

の権利） 

• インプットの入手可能性、品質、価格に直接・間接的に影響を与

える指標 

※指標が事業への物理的インプット・事業からのアウトプットを強

度指標として示す場合、経済的アウトプットの単位あたりで示され

るべきである。 

 

 企業は、さらに以下を開示しなければならない 

• 炭素価格や主要商品価格の変動など、気候関連の要因に財務結果

が影響を受ける程度を分析する指標 

• 気候関連のリスクと機会に対処するために設計された戦略上・経

営上の目標に対する取締役会及び経営陣の進捗を管理・奨励する

ために用いられる指標（役員報酬の方針と計画に関連する主要指

標と目標を含む） 
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用、新製品とサービスの開発、新しい市場へのアクセス、サプライチェーン

に沿ったレジリエンスの強化など。 

 

 

（資料）CDP, CDSB, GRI, IIRC, SASB “Reporting on enterprise value- Illustrated with a 

prototype climate-related financial disclosure standard”（2020 年 12 月）から経済産業省

作成。 











































IFRS実務記述書 第1号
「経営者による説明」

公開草案概要

（資料）IFRS財団 「IFRS実務記述書 公開草案ED/2021/6 経営者による説明」（2021年5月）から経済産業省作成。

Appendix 5
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IFRS実務記述書第1号 「経営者による説明」公開草案の全体像

 IFRS実務記述書第1号 「経営者による説明」の公開草案の全体構成は以下となっている。

 2021年11月23日を期日に本公開草案に対するコメント募集が実施されている。

目次 概要

公開草案へのイントロダクション 今回の実務記述書の改訂提案理由、目的、改訂提案の概要を記載

コメント募集 今回の公開草案に対するコメント募集の内容
（本文書末尾に参考として記載）

［案］IFRS実務記述書第1号 「経営者による説明」

本実務記述書［案］の使用 第1章
実務報告書の目的及び位置づけ

Part.A：全般的な要求事項 第2章～第3章
経営者による説明及び関連する財務諸表の識別・経営者による説明の目的

Part.B：内容領域 第4章~第11章
「経営者による説明」に含まれる6つの内容領域と、各領域の開示目的・記載事項

Part.C：情報の選択および表示 第12章～第15章
「経営者による説明」に記載する情報の重要性、および記載にあって求められる要件

付録A：定義 本実務記述書で用いられている用語の定義
（本資料では記載を省略）

付録B：長期的な見通し、無形の資源及び関係並
びに ESG 事項

「経営者による説明」で情報を提供するにあたり、経営者が考慮する必要のある可能性が高い事項
について要求事項・ガイダンスを記載
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公開草案へのイントロダクション
～Part.A：全般的な要求事項
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公開草案へのイントロダクション

• 経営者による説明は、企業の財務諸表を補完する報告書。

→企業の財務業績及び財政状態に影響を与えた諸要因並びに企業が将来において価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性のある諸要因につい

ての経営者の洞察を提供する。

• 経営者による説明は、企業の投資者及び債権者の情報ニーズを満たすために作成される。

（他の関係者（例えば、企業の従業員、政府機関又は一般大衆）も経営者による説明を有用と考える可能性がある。）

• 経営者による説明は、さまざまな名称で呼ばれる。（経営者による検討及び分析、経営及び財務のレビュー、戦略報告書など）

「経営者による説明」とは【IN3-IN5】

現状、「経営者による説明」が以下のようになっているケースがある

a. 企業の見通しにとって重要な事項に焦点を当てていない。そうした事項に関する重要性がある情報を提供できていなかったり、そうした情報を重要度の低い事項に関する重要

性のない情報で覆い隠したりしていることによるものである。

b. 内容が、一般的な情報が多すぎて、企業固有の情報が十分でない。短期的な事項に焦点を当てていて、企業の長期的な見通しに影響を与える可能性のある事項（システ

ミック・リスクや戦略的課題など）について十分な議論を提供していない。

c. 企業の無形の資源及び関係並びに企業に影響を与える環境・社会・ガバナンス（ESG）事項に関して十分な情報を提供していない。無形の資源及び関係並びに環境及び

社会の事項は、多くの企業の価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力にますます影響を与え、それらの影響に関する情報はますます投資者及び債権者の関心を呼んで

いる。

d. 断片化されていたり、企業の財務諸表における情報を企業が公表した他の報告書における情報と調整することが困難であったりする。

e. 提供している情報が、過去の期間において企業が提供した情報や類似した活動を行う他の企業が提供した情報と比較することが困難である。

f. 不完全でアンバランスである。例えば、経営者による説明は、議論されている事項の影響を投資者及び債権者が十分に理解するために必要としている情報が欠けていたり、企

業の業績の肯定的な側面を過度に強調したりしている場合がある。

改訂の経緯・目的【IN8-IN9】

以上を踏まえ、今回の改訂では、投資者及び債権者が必要としている情報に焦点を当てた包括的な要求事項及び経営者が当該情報を識別して明確に表示す

るのに役立てるため、十分な柔軟性と十分な規律を具備するガイダンスを開発することを目的としている

• 目的ベースのアプローチ

• ６つの内容領域

• 長期的な見通し、無形の資源及び関係並びにESG事項に関する付録

提案内容【IN13-IN16】 ※以降各パートで説明

「経営者による説明」の要求事項・ガイダンスの適用対象となりうる事項に含まれて

いる可能性があることを踏まえ、「経営者による説明」に含める場合における考慮事

項を付録Bとして別記している。
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公開草案へのイントロダクション（IFRSサステナビリティPJとの関係）

• この記述書を、サステナビリティ事項等の特定のテーマを扱う記述的報告の要求事項およびガイドラインと組み合わせて適用できると予想

• 将来、IFRSサステナビリティ基準を設定するための審議会が設立された際、審議会が公表した基準を本実務記述書に準拠するために必要となる情報の一部を識別するのに役立て

るため、適用することができる可能性がある

• また、本公開草案に対して受け取るフィードバックについて議論する際に、評議員会の作業の進展を考慮する。

IFRS財団サステナビリティプロジェクトとの関係【IN17-IN18】【BC14】

9月13日に開催されたIFRS財団・アドバイザリーカウンシルにおいて、ISSB設置に向けた活動をしている Technical Readiness Working Group からの活動内容の報告がされて
おり、報告資料において、IASB・ISSB間のフレームワークの接合およびコネクティビティを提供するための「経営者による説明」の進化（Evolution）についてのコメントがされている。

【参考】IFRS財団アドバイザリー・カウンシルでのアップデート
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IFRS実務記述書第1号「経営者による説明」の位置づけ、定義等

「経営者による説明」とは【3.1-3.9,3.11】

経営者による説明の

定義

「企業の財務諸表を補完する報告書」

→「補完する」ので、財務諸表に含まれるより多くの検討、分析、将来予測的情報、非財務情報を含む

※特定の名称はない（例：戦略報告書、経営および財務のレビュー）

経営者による説明の

目的

（提供する情報）

a. 企業の財務諸表において報告される企業の財務業績及び財政状態についての投資者及び債権者の理解を高める。

（その他の関係者（例：企業の従業員・政府機関・一般大衆）にも有用な可能性があるが、目的ではない。）

b. すべての時間軸（長期を含む）にわたり、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性のある諸要因についての

洞察を提供する

※価値を創出する能力：企業が自らのために（＝投資者および債権者のために）価値を創出し、又は維持する能力

提供する情報の範囲 重要性がある場合には提供しなければならない。

→経営者による説明の文脈において、情報を省略したり、誤表示したり覆い隠したりすることが、投資者及び債権者がその経営者による説明及び関

連する財務諸表に基づいて行う意思決定に影響を与えると合理的に予想し得る場合

実務記述書の位置づけ【1.2-1.5】

• 一般目的の財務諸表を補完する「経営者による説明」に適用される • 法令による採用は任意 / IFRS基準書を構成しない

重要性の要件【12】

「説明」の要件【13】

• 経営者による説明が本実務記述書の要求事項の全てに準拠している場合、明示的・非限定の準拠の記述を求める。
• 経営者による説明が本実務記述書の要求事項の一部にのみ準拠している場合、逸脱を識別・説明し、限定的な準拠の記述を求める。

「経営者による説明」 への準拠の説明【2.5-2.6】

「経営者による説明」 に関連する財務諸表の識別【2.1-2.3】

経営者による説明の

提供

単独の報告書として提供される場合もあれば,大きな報告書の一部として提供する場合もある

（前者の例「統合報告書」、後者の例「有価証券報告書」）

経営者による説明が

識別するもの

• 経営者による説明が関連する財務諸表、および対象としている報告期間を識別しなければならない。

• その上で、経営者による説明が関連する財務諸表と同じ報告書の一部でない場合、当該財務諸表へのアクセス方法を説明しなければならない。

• 関連する財務諸表がIFRS基準に従って作成されていない場合、経営者による説明は当該財務諸表が作成されている基礎を開示しなくてはな

らない。

IFRS実務記述書第2号「重要性の判断の行使」を基礎として、「重要性がある場合」の考え方を整理している【BC109】
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Part.B：内容領域
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Part.C：情報の選択および表示
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重要性の判断の行使

「経営者による説明」とは【3.1-3.9,3.11】（※再掲）

経営者による説明の定義 「企業の財務諸表を補完する報告書」 → 「補完する」ので、財務諸表に含まれるより多くの検討、分析、将来予測的情報、非財務情報を含む
※特定の名称はない（例：戦略報告書、経営および財務のレビュー）

経営者による説明の目的
（提供する情報）

a. 企業の財務諸表において報告される企業の財務業績及び財政状態についての投資者及び債権者の理解を高める。

（その他の関係者（例：企業の従業員・政府機関・一般大衆）にも有用な可能性があるが、目的ではない。）

b. すべての時間軸（長期を含む）にわたり、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性のある諸要因につい

ての洞察を提供する

※価値を創出する能力：企業が自らのために（＝投資者および債権者のために）価値を創出し、又は維持する能力

提供する情報の範囲 重要性がある場合には提供しなければならない。
→経営者による説明の文脈において、情報を省略したり、誤表示したり覆い隠したりすることが、投資者及び債権者がその経営者による説明及び
関連する財務諸表に基づいて行う意思決定に影響を与えると合理的に予想し得る場合
→IFRS実務記述書第2号「重要性の判断の行使」を基礎として、「重要性がある場合」の考え方を整理している【BC109】

a. 主要事項【4.7】に関連している。

b. 経営者が事業を管理するために使用している情報（例えば、企業の取締役会と議論した情報や、戦略の設定、資源の配分又は企業の業績の評価にあたって経営者が考慮し

た情報）から導き出されている。

c. 企業の資本市場とのコミュニケーション（例えば、投資者及び債権者に対するプレゼンテーション）に含められている。

「重要性がある」という情報の兆候【12.4】

「重要性がある」という評価の際の留意事項【12.7-12.9】

重要性判断の視点 定量的要因と定性的要因の両方の検討が必要

将来事項に関する重要性判断の考慮事項 a. 当該事象が企業の将来キャッシュ・フロー（長期を含む）の金額又は時期に与える潜在的な影響（考え得る結果）
b. 考え得る結果の全体の範囲及び考え得る結果が当該範囲に含まれる確率

見直し 各報告期間において見直す必要がある（∵個々の状況・環境変化の影響を受ける）

情報が集約されすぎると重要性ある情報が省略される可能性があるため、集約にあたっては以下の点を考慮する

a. 個々には重要性がない情報項目が、類似する項目と集約した場合に重要性があることとなる可能性

b. 財務諸表において報告される情報を分解することが必要となる可能性（例えば、その分解が、財務諸表において報告される金額に影響を与える諸要因についての理解可能な

説明を経営者による説明が提供するために必要である場合）

重要性と情報の集約【12.10-12.11】
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「経営者による説明」の目的を満たすための情報の要件

「経営者による説明」の目的【3.1-3.2】（※再掲）

経営者による説明の目的
（提供する情報）：

a. 企業の財務諸表において報告される企業の財務業績及び財政状態についての投資者及び債権者の理解を高める。

（その他の関係者（例：企業の従業員・政府機関・一般大衆）にも有用な可能性があるが、目的ではない。）

b. すべての時間軸（長期を含む）にわたり、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性のある諸要因につ

いての洞察を提供する

※価値を創出する能力：企業が自らのために（＝投資者および債権者のために）価値を創出し、又は維持する能力

目的を満たすために必要な、「経営者による説明」の情報の要件【13.1】

完全性

【13.4-13.6】

• 扱う事項のすべての重要性がある情報（必ずしも、当該事項に関して経営者が利用可能なすべての情報ではない）を提供する

• 重要性がある場合、過去に提供されている場合や他の報告書で利用可能であっても、経営者による説明に含めなければならない

• 報告期間末日と経営者による説明の公表の承認日との間に発生する事象を反映しなければならない。

バランス

【13.7-13.10】

• 有利又は不利に受け取られる可能性を高めるための、歪曲、強調、重視、軽視、又はその他の操作が行われていない

• 議論すべき事項の選択におけるバランスが必要

（例：好ましくない事項の議論を省略しない／一方の情報（例：好ましい事項）を強調しない）

• 議論する事項に関して提供する情報の選択及び当該情報の表示におけるバランスを取る。

（例：仮定の設定を中立的にする（楽観・悲観を避ける）／有利・不利な情報を隠さない・誇張しない 等）

• 野心的な事項（例：経営者の目標・計画）の議論にあたっては、それを妨げる事項も合わせて取り扱う。

正確性

【13.11-13.12】

以下のことを必要とする。また、全ての点で完全に精密である必要はない。

a. 事実に基づく情報に、重要性がある誤謬がない。

b. 記述が精密である。

c. 見積り、概算及び予測が、そのようなものとして明確に識別されている。

d. 見積り、概算又は予測を作成するための適切なプロセスを選択し適用するにあたり、重要性がある誤謬が生じておらず、当該プロセスへの

インプットが合理的で裏 付け可能である。

e. アサーションが合理的で、質的及び量的に十分な情報に基づいている。

f. 将来についての経営者の判断に関する情報が、当該判断及びその基礎となっている情報の両方を忠実に反映している。
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「経営者による説明」の目的を満たし、投資者及び債権者によってより有用
となるための情報の要件（1/2）

目的を満たした上で、投資者及び債権者にとってより有用な情報するために必要な、「経営者による説明」の要件【13.2】

明瞭性及び簡潔性

【13.13-13.18】

• 平明な文言を使用し、難解な表現や不必要な専門用語を避ける必要がある。

• 時には、記述的な文言に加えて、表、グラフ又は図表を含む（必要に応じて説明のための文言を追加する）

• 当報告期間における進展に関する情報を、期間ごとに変化しないか又はほとんど変化しない「継続的な」情報と区別する

• 正確であるためには、

a. 企業固有ではない、「ボイラープレート」と呼ばれることのある一般的な情報を避ける。

b. 経営者による説明の中での情報の重複、又は関連する財務諸表でも提供している情報の不必要な重複を避ける。

c. 単純で明確な文言と、短く明瞭に構成された文章及び段落を使用する。

• 重要性がない情報は、重要性がある情報を覆い隠すことを避ける方法で提供しなければならない。

• 報告期間末日と経営者による説明の公表の承認日との間に発生する事象を反映しなければならない。

相互参照をする場合

【13.19-13.21】

• 他の報告書において重要性ある情報を、相互参照によって経営者による説明に含められる場合、「経営者による説明」の一部になることから、

（他の報告書においては、）以下の点を留意する。

a. 相互参照によって含める情報は、本実務記述書[案]の要求事項に準拠する必要がある。例えば、完全で、バランスが取れていて、

正確である必要がある。

b. 情報が掲載されている報告書は、経営者による説明が利用可能な場合にはいつでも、同じ条件で利用可能である必要がある。

c. 経営者による説明の公表を承認した機関又は個人は、相互参照によって含める情報について、経営者による説明に直接含める

情報と同程度の責任を負う。

• 他の報告書からの相互参照によって情報を含める場合、（経営者による説明においては）以下の点を留意する。

a. 経営者による説明は、当該報告書を明瞭に識別し、それにアクセスする方法を説明しなければならない。

b. 相互参照は、当該報告書の正確に特定された部分に対して行わなければならない。

c. 相互参照によって含めた情報は、経営者による説明に直接含めた場合と同じように最新のものでなければならない。

d. 当該情報が含まれている報告書が、経営者による説明が対象としている報告期間の末日よりも前に終了した期間についてのもの

である場合には、経営者による説明は次のようにしなければならない。

i. 当該情報の基準日を記述する。

ii. 本実務記述書［案］の要求事項を満たすために必要な場合には、経営者による説明が対象としている期間の末日ま

での追加的な情報を提供する。

経営者による説明の目的
（提供する情報）

a. 企業の財務諸表において報告される企業の財務業績及び財政状態についての投資者及び債権者の理解を高める。

（その他の関係者（例：企業の従業員・政府機関・一般大衆）にも有用な可能性があるが、目的ではない。）

b. すべての時間軸（長期を含む）にわたり、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性のある諸要因につ

いての洞察を提供する

※価値を創出する能力：企業が自らのために（＝投資者および債権者のために）価値を創出し、又は維持する能力

「経営者による説明」の目的【3.1-3.2】（※再掲）
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「経営者による説明」が投資者及び債権者によってより有用となるための情
報の要件（2/2）

比較可能性

【13.22-13.23】

• 次のものと比較できることが有用。また、重要性がある情報を省略せずに比較可能性を高める必要がある。

a. 企業が過去の期間において提供した情報

b. 他の企業（特に、類似した活動を有する企業又は同じ業種で営業している企業）が提供した情報

検証可能性

【13.24-13.26】

• 以下のように検証可能性を高める方法を用いて、提供しなければならない。

a. 当該事業、他の事業又は外部環境に関しての投資者及び債権者が利用可能な他の情報との比較によって裏付けることができる

情報を含めること

b. 見積り又は概算を作成するために使用したインプット又は計算方法に関する情報を提供すること

• 検証可能でない情報（例：将来予測的情報）についても、重要性がある場合には経営者による説明に含める。その際、仮定および作成

方法を、裏付けるのに役立つ他の要因と合わせて記述する。

一体性

【13.27-13.30】

• 情報の完全性、明瞭性及び比較可能性は、すべて、当該情報が十分に統合された一体性のある全体として表示されることに依存する。

• １つの内容領域について議論される事項が、他の内容領域への影響を有する場合には、その影響を評価する情報を含める

• 企業の経営者による説明が、投資者及び債権者が当該情報を企業の財務諸表における情報と関連付けることができるようにする方法で提

供する。

• 経営者による説明が、経営者による説明において提供している情報と企業が提供 している他の情報（例えば、投資者向けのプレゼンテー

ション、企業の Web サイ ト、又は他の一般に利用可能なコミュニケーションにおける情報）との間の見掛け上の不整合の領域を説明する。

目的を満たした上で、投資者及び債権者にとってより有用な情報するために必要な、「経営者による説明」の要件【13.2】

経営者による説明の目的
（提供する情報）

a. 企業の財務諸表において報告される企業の財務業績及び財政状態についての投資者及び債権者の理解を高める。

（その他の関係者（例：企業の従業員・政府機関・一般大衆）にも有用な可能性があるが、目的ではない。）

b. すべての時間軸（長期を含む）にわたり、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性のある諸要因につ

いての洞察を提供する

※価値を創出する能力：企業が自らのために（＝投資者および債権者のために）価値を創出し、又は維持する能力

「経営者による説明」の目的【3.1-3.2】（※再掲）
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指標に対する要件（1/3）

指標の要求事項（全ての指標に対して）

明瞭性及び正確性

【14.4-14.6】

• 経営者による説明に含まれている指標が企業の財務諸表において表示又は開示されていない場合：

a. 当該指標及びその範囲を、意味のある明瞭かつ精密な名称及び記述を使用して呼称し定義する。

b. 議論しようとしている事項の理解に当該指標がどのように寄与するのかを説明する。ただし、その寄与が説明なしでも明瞭である場

合は除く。

c. 当該指標を計算するために使用した方法及びその計算へのインプット（行った仮定及びその方法の限界を含む）を説明する。

• 経営者による説明に含まれている財務業績又は財政状態の指標が、企業の財務諸表における表示又は開示から調整されている場合：

a. 当該指標を、誤解を招かず当該指標を財務諸表において表示又は開示されている測定値と明瞭に区別する名称で呼称する。

b. 当該指標について報告した金額を、財務諸表において表示又は開示されている最も直接的に比較可能な金額と調整し、各調

整項目を識別し説明する。

c. 当該指標を、調整の対象となる測定値よりも目立たせずに表示する。

一体性

【14.11】

• １つの文脈において議論される指標が、別の文脈において議論されている指標又は他の測定値と類似している場合、経営者による説明が

一体性を有 するためには、前者の指標が後者の指標又は他の測定値とどのように関連しているのか を説明しなければならない。

指標と経営者報酬

【14.12-14.13】

• ある指標が経営者報酬の決定にあたって役割を果たす場合には、当該指標に関する情報 は重要性がある可能性が高い。

• 経営者による説明に含まれている指標が、経営者報酬の決定にあたって役割を果たす測 定値に類似しているが、同一ではない場合には、

経営者による説明は、当該指標と当該 他の測定値が互いにどのように関係しているのかを説明しなければならない

「指標」の定義と例【14.1-14.3】

「指標」の定義 • 企業の財務又は非財務の業績又は状態の定量的側面又は定性的側面をモニターするために使用される測定値
• 重要性がある情報は、指標を含んでいる可能性が高い。【4.15】

「指標」の例 • 企業の収益、費用、キャッシュ・フロー、資産、負債又は資本の測定値
• 企業の営業の規模の測定値（例えば、地域別の生産能力）
• 企業の環境への影響の測定値（例えば、温室効果ガスの排出量）
• 無形の資源の開発における進捗度の指標（例えば、受けた規制上の承認）
• 企業の関係の強さの指標（例えば、顧客維持の統計値又はブランドのレピュテー ション・スコア）
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指標に対する要件（2/3）

指標の要求事項（全ての指標に対して）

比較可能性

【14.7-14.10】

• 過去の期間の数字と比較する場合の視点：

a. 過大なコストや労力を掛けずに入手可能である場合には、下記について比較対象金額を提供する。

（※入手するのに過大なコストや労力が必要となることにより、比較対象金額が提供されない場合には、その旨を記述する）

i. 前報告期間

ii. より前の報告期間（トレンドの出現を示すために必要である場合、又は財務諸表がそれらの過去の期間についての情

報を含んでいる場合）

b. ある指標を計算するために使用した方法若しくは仮定又は指標の呼称と、比較可能な指標についての方法若しくは仮定又は呼

称との相違を記述する。

c. 提供した指標の前報告期間からの変更（すなわち、新しく含めた指標及び省略した過去の指標）を記述し、当該変更の理由

を説明する。

• 経営者による説明に含められた指標に係る金額を他の企業が報告 している金額と比較するのに役立てるための視点：

a. 企業が当該指標を計算するために使用している方法又は経営者が当該指標を呼ぶために使用している名称と、類似した活動を

有しているか又は同じ業種で営業している他の企業が一般的に使用している方法又は名称との相違を経営者が認識している場

合には、経営者による説明はそれらの相違を記述しなければならない。

b. 経営者が当該指標を記述的報告について公表されている要求事項又はガイドライ ン（例えば、業界団体又はサステナビリティ報

告に関心を有する機関が公表したガ イドライン）から引用している場合には、経営者による説明は次のようにしなければならない。

i. 当該要求事項又はガイドライン及びそれらを公表した団体又は機関の名称を示 す。

ii. 経営者による説明に含めた指標と当該要求事項又はガイドラインで定義され た指標との間に相違がある場合には、そ

の相違を識別し説明する。

「指標」の定義と例【14.1-14.3】

「指標」の定義 • 企業の財務又は非財務の業績又は状態の定量的側面又は定性的側面をモニターするために使用される測定値
• 重要性がある情報は、指標を含んでいる可能性が高い。【4.15】

「指標」の例 • 企業の収益、費用、キャッシュ・フロー、資産、負債又は資本の測定値
• 企業の営業の規模の測定値（例えば、地域別の生産能力）
• 企業の環境への影響の測定値（例えば、温室効果ガスの排出量）
• 無形の資源の開発における進捗度の指標（例えば、受けた規制上の承認）
• 企業の関係の強さの指標（例えば、顧客維持の統計値又はブランドのレピュテー ション・スコア）
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指標に対する要件（3/3）

指標の要求事項（予測及び目標に適用される追加的な要求事項）

全般的な要求事項

【14.14】

• 当該予測又は目標が関連する当期の業績又は状態の指標を識別する。

• 当該予測金額又は目標金額を計算するために使用した方法及び当該計算へのインプット（行った仮定及び当該方法の限界を含む）を

説明する。

当報告期間について過去に

公表した予測又は目標の扱

い

【14.15-14.16】

• 次のいずれかの場合には、当期の金額が、企業が過去に公表した予測金額又は目標金額と比較してどうなのかに関する情報を提供しなけ

ればならない。

a. 実際の当期の金額が当期の経営者による説明に含められていて、予想金額又は目標金額が一般に公開されたコミュニケーション

に含まれていた場合

b. 当期に係る予測金額又は目標金額が、過去の期間の経営者による説明に含まれていた場合

c. 上記a.、 b.の両方に当てはまる場合には、実際の当期の金額及び予測金額又は目標金額を開示したうえで、差異及び当該

差異の影響を分析し説明する。

当報告期間以降の期間に

ついて過去に公表した予測

又は目標【14.17】

• 当該指標についての実 際の当期の金額を当期の経営者による説明に含めている場合には、経営者による説明 は、当該予測にアクセスす

る方法及び当該予測が公表日以降に更新されているかどうか を説明しなければならない。

「指標」の定義と例【14.1-14.3】

「指標」の定義 • 企業の財務又は非財務の業績又は状態の定量的側面又は定性的側面をモニターするために使用される測定値
• 重要性がある情報は、指標を含んでいる可能性が高い。【4.15】

「指標」の例 • 企業の収益、費用、キャッシュ・フロー、資産、負債又は資本の測定値
• 企業の営業の規模の測定値（例えば、地域別の生産能力）
• 企業の環境への影響の測定値（例えば、温室効果ガスの排出量）
• 無形の資源の開発における進捗度の指標（例えば、受けた規制上の承認）
• 企業の関係の強さの指標（例えば、顧客維持の統計値又はブランドのレピュテー ション・スコア）
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付録B：長期的な見通し、無形の資源及び
関係並びに ESG 事項
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長期的な見通し、無形の資源及び関係並びに ESG 事項

投資者及び債権者は、企業の長期的な見通しに影響を与える可能性のある事項に関する情報に特に関心がある。そうした事項には、企業の無形の資源及び関係（企業の財務
諸表において資産として認識されていない資源を含む）並びに環境・社会・ガバナンス（ESG）事項に関する事項が含まれる可能性がある。

→よって、これらの情報に重要性がある場合【3.2】には、主要事項【4.7】に当てはまる可能性が高い。付録では、これらの情報を提供する際のガイダンス・考慮事項を提供している。

長期的な見通し、無形の資源及び関係並びにESG事項【IN16】【4.16】【B1-B3】

経営者による説明の目的
（提供する情報）

a. 企業の財務諸表において報告される企業の財務業績及び財政状態についての投資者及び債権者の理解を高める。

（その他の関係者（例：企業の従業員・政府機関・一般大衆）にも有用な可能性があるが、目的ではない。）

b. すべての時間軸（長期を含む）にわたり、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性のある諸要因につ

いての洞察を提供する

※価値を創出する能力：企業が自らのために（＝投資者および債権者のために）価値を創出し、又は維持する能力

「経営者による説明」の目的【3.1-3.2】（※再掲）
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企業の長期的な見通しに影響を与える可能性のある事項についての報告
（内容領域に関連する記載）

内容領域 ガイダンスの項目名 ガイダンスの概要

（導入部） B.1.4

主要事項

経営者による説明は主要事項（すなわち、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力（長期を含む）に

不可欠である事項）に焦点を当てることを要求されると述べている。

事業モデル B.1.5 

事業モデルの記述

企業の事業モデルとは企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生成しようとするプロセス（長期を含む）の統合化された

セットであると述べている。

B.1.6

企業の事業モデルの適応可能性、弾力性及

び永続性

経営者による説明における情報が、企業の事業モデルの適応可能性、弾力性及び永続性を投資者及び債権者が評

価するための十分な基礎を提供することを要求している。事業モデルのそれらの特徴は、企業が長期的に価値を創出し

キャッシュ・フローを生み出し続ける能力に影響を与える可能性がある。

B.1.7

企業の事業モデルの主要な特徴

主要なものと識別される可能性があり、したがって経営者による説明において議論することが必要となる企業の事業モデ

ルの特徴の例には、将来（長期を含む）において企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に関しての不

確実性を生じさせる可能性のある特徴が含まれる。

B.1.8

企業の事業モデルの記述されている目的との

合致

企業の事業モデルについて、重要性がある可能性のある情報の例として、企業が目的についての声明を発表している場

合に、企業の事業モデルが企業の記述した目的（通常、企業が長期において最終的に何を達成しようとしているのかを

示す）とどのように関連するのかの説明がある。

B.1.9

企業の活動が環境及び社会に与える影響

企業の活動が環境又は社会に与える影響が、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力（長期を含む）

に影響を与えたか又は影響を与える可能性がある場合、経営者による説明における情報が、投資者及び債権者がそ

れらの影響を理解できるようにすることを要求している。

戦略 B.1.10

戦略の主要な側面

経営者による説明が戦略の主要な側面（すなわち、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力（長期を

含む）の維持及び発展に不可欠な側面）に焦点を当てることを要求している。

B.1.11

経営者の戦略のドライバー

経営者による説明における情報で説明する経営者の戦略のドライバーには、企業の記述している目的（企業が最終

的に何を長期的に達成しようとしているのか）が含まれる可能性がある。

B.1.12

経営者の戦略の目標並びに関連するマイル

ストーン及び計画

経営者による説明における情報が、経営者の戦略の目標（これは企業の方向性（長期を含む）を示す）並びに当

該目標に向けてのマイルストーン及びその達成のための計画を投資者及び債権者が理解できるようにすることを要求し

ている。
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企業の長期的な見通しに影響を与える可能性のある事項についての報告
（内容領域に関連する記載）

内容領域 ガイダンスの項目名 ガイダンスの概要

戦略（続き） B.1.13

経営者の戦略の実行における進捗度

経営者による説明が、戦略の実行における進捗度（長期的な目標の達成に向けての進捗度を含む）を投資者及び

債権者が理解できるようにするための情報を提供することを要求している。

B.1.14

経営者の戦略の実行における進捗度に連動

したインセンティブ制度

経営者の戦略について、重要性がある可能性のある情報の例を示している。

（経営者又は他の従業員に対するインセンティブ・スキームが、当該戦略の実行（長期を含む）における進捗度とどの

ように連動しているのかの説明）

B.1.15

経営者の戦略を実行するために必要となる財

務的資源

経営者の戦略（長期的な目標を含む）を実行するために必要となる財務的資源について、重要性がある可能性のあ

る情報の例を示している。

資源および関

係

B.1.16

資源の利用可能性又は質に影響を与える可

能性のある諸要因

企業の資源の利用可能性又は質に影響を与える可能性のある諸要因について、重要性がある可能性のある情報に

は、長期的に当該資源へのアクセスに影響を与える可能性のある企業のより幅広い環境における体系的な諸要因に

関する情報が含まれる可能性がある。

B.1.17

関係の利用可能性又は質に影響を与える可

能性のある諸要因

企業の関係の利用可能性又は質に将来（長期を含む）において影響を与える可能性のある諸要因について、重要

性がある可能性のある情報の例を示している。

リスク B.1.18

企業が晒されているリスク

主要なリスク（すなわち、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力（長期を含む）を根本的に阻害する

可能性のあるリスク）には、企業の事業モデル又は企業の事業モデルの維持及び発展のための経営者の戦略を根本

的に阻害する可能性のあるリスクが含まれ、混乱を長期的にのみ生じさせる可能性のあるリスクが含まれる。

外部環境 B.1.19

外部環境が企業に与える影響

経営者による説明が企業の外部環境における主要な要因及びトレンド（すなわち、企業が価値を創出しキャッシュ・フ

ローを生み出す能力（長期を含む）に根本的に影響を与えたか、又は影響を与える可能性のある要因及びトレン

ド）に焦点を当てることを要求している。

財務業績およ

び財政状態

B.1.20

財務業績及び財政状態に影響を与える可

能性のある諸要因

企業の財務業績及び財政状態の開示目的の１つは、提供される情報が、どのような要因が将来（長期を含む）にお

いて企業の財務業績及び財政状態に影響を与える可能性があるのかを投資者及び債権者が理解できるようにすること

にある。そうした要因には、企業の事業モデルの主要な特徴、経営者の戦略の主要な側面、主要な資源及び関係、

主要なリスク並びに企業の外部環境における主要な要因及びトレンドが含まれる可能性が高い。
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無形の資源および関係についての報告
（内容領域に関連する記載）

内容領域 ガイダンスの項目名 ガイダンスの概要

事業モデル B.2.3

企業のプロセスに関する情報

企業の価値創出及びキャッシュ・フロー生成のサイクルについて、重要性がある可能性のある情報には、企業の資源及

び関係（無形の資源及び関係を含む）の獲得、維持又は強化に伴うプロセスに関する情報が含まれる可能性がある。

戦略 B.2.4

経営者の戦略の主要な側面及び当該側面

に関する情報

経営者の戦略の主要な側面には、次に関するものが含まれる可能性がある。

• 資源又は関係（これには無形の資源及び関係が含まれる可能性がある）に対する企業のアクセスの維持又は強

化

• 当該資源及び関係の質の維持又は強化のための経営者の戦略

資源および関

係

B.2.1

主要な資源及び関係

議論すべき資源及び関係は、企業の財務諸表で資産として認識されているものに限定されないと述べている。

主要と識別される可能性のある資源又は関係の例には、独占的な権利又は独特のノウハウなどの無形の資源及び関

係の例が含まれる。

B.2.2

主要な資源及び関係に関して提供すべき情

報

資源及び関係（無形の資源及び関係を含む）について、所定の開示目的を満たす情報を要求している。

企業の資源及び関係（無形の資源及び関係を含む）について、重要性がある可能性のある情報の例を示している。

リスク B.2.5

主要なリスク及び当該リスクに関する情報

主要なリスクには、以下のような可能性のあるリスクが含まれる場合がある。

• 無形の又はその他の資源を根本的に阻害するか又は、例えば、企業の評判を損なうことにより、関係を根本的に阻

害する可能性のある事象及び状況のリスク

外部環境 B.2.6

企業の外部環境における主要な要因及びト

レンドに関して提供すべき情報

外部環境における主要な諸要因及びトレンドには、企業の無形の又はその他の資源及び関係に関連する要因及びト

レンドが含まれる可能性がある。

財務業績およ

び財政状態

B.2.7

企業の財務業績又は財政状態に影響を与

えたか又は与える可能性のある諸要因

経営者による説明における情報が、どのような要因が企業の当報告期間の財務業績及び財政状態に影響を与えたの

か又は将来（長期を含む）において影響を与える可能性があるのかを投資者及び債権者が理解できるようにすること

を要求している。

そうした要因には、他の内容領域について議論された事項（無形の資源及び関係に関連する事項を含む）が含まれ

る可能性が高い。

B.2.8

資源及び関係の強化に対 する支出

当報告期間における企業の財務的資源の配分について、重要性がある可能性のある情報には、企業が価値を創出し

キャッシュ・フローを生み出す能力の強化に対する企業の支出（研究開発への投資など）に関する情報が含まれる場

合がある。
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主要な環境的および社会的事項
（内容領域に関連する記載）

内容領域 ガイダンスの項目名 ガイダンスの概要

全般事項 B.3.1 主要事項の識別 企業の顧客、仕入先、従業員又は他の利害関係者によって提起された提起した事項が、企業が価値を創出しキャッ

シュ・フローを生み出す能力に不可欠である場合には、当該事項は主要である可能性があると説明している。

事業モデル B.3.6 事業モデルの主要な特徴 事業モデルの主要な特徴には、企業が環境及び社会に与える影響が含まれる可能性がある

B.3.7 企業の活動が環境及び社会に与える

影響に関する情報

経営者による説明における情報が、企業の活動が環境及び社会に与える影響を理解できるようにすることを要求してい

る（そうした影響が、企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力（長期を含む）に影響を与えたか又は与

える可能性がある場合）

B.3.8 環境及び社会への影響の管理におけ

る進捗度

企業の環境及び社会への影響の管理における進捗度について、重要性がある可能性のある情報の例を示している。

戦略 B.3.9 経営者の戦略の主要な側面及び当

該側面に関する情報

経営者の戦略の主要な側面には、次に関するものが含まれる可能性がある。

• 天然資源若しくは他の資源又は関係への企業のアクセスの維持又は強化

• 環境、社会若しくはその他の要因又は企業の外部環境におけるトレンドへの対応

資源および関

係

B.3.2 主要な資源及び関係

B.3.3 主要な資源及び関係に関して提供す

べき情報

企業の資源の例には、未採掘又は未収穫の天然資源に対する権利が含まれる場合もある

企業の関係には、政府、規制当局、非政府機関又は地域コミュニティとの関係が含まれる場合があると述べている。

リスク B.3.10 主要なリスク及び当該リスクに関する

情報

主要なリスクには、以下のような可能性のあるリスクが含まれる場合がある。

• 企業の事業モデルを根本的に阻害する（例えば、企業の環境又は社会への影響から生じるリスク）

• 天然資源若しくは他の資源又は関係を根本的に阻害する。

外部環境 B.3.4 企業の外部環境における主要な要因

及びトレンド

外部環境における主要な諸要因及びトレンドには、自然環境、社会又は関連する規制に関連するものが含まれる場

合がある

B.3.5 企業の外部環境における主要な要因

及びトレンドに関して提供すべき情報

外部環境における主要な諸要因及びトレンドには、環境、社会又は関連する規制に関連するものが含まれる場合があ

る。

財務業績およ

び財政状態

B.3.11 財務業績及び財政状態の主要な

側面

企業の財務業績及び財政状態の主要な側面には、財務業績及び財政状態の環境又は社会的な事項に関連した

側面が含まれる可能性がある

B.3.12 企業の財務業績又は財政状態に

影響を与えたか又は与える可能性のある諸

要因

企業の財務業績又は財政状態に影響を与えたか又は与える可能性のある諸要因は、環境及び社会的な事項に関

連する場合がある。
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【参考】
本公開草案に対する

コメント募集
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Part.A ：全般的な要求事項
質問1 ― 経営者による説明が関連する財務諸表

2.2項は、経営者による説明が、それが関連する財務諸表を識別することを提案している。同項はさらに、関連する財務諸表がIFRS基準に従って作成されていない場合には、経営者によ

る説明が財務諸表が作成されている基礎を開示することを提案している。

公開草案は、関連する財務諸表の作成の基礎に関して何も制限を提案していない（例えば、財務諸表をIFRS基準の基礎となっている概念と同様の概念を適用して作成するという要求

を提案していない）。

BC34項からBC38項は、これらの提案についての当審議会の理由付けを説明している。

a. たとえ財務諸表がIFRS基準に従って作成されていない場合であっても、企業が改訂後の本実務記述書への準拠の旨を記述することを認めるべきであることに同意するか。賛成又は反

対の理由は何か。

b. そうした財務諸表の作成基礎に制限を設けるべきではないことに同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、どのような制限を提案するか、また、その理由は何か。

質問2 ― 準拠の旨の記述

a. 2.5項は、本実務記述書の要求事項のすべてに準拠している経営者による説明に、準拠の旨の明示的かつ無限定の記述を含めることを提案している。BC30項及びBC32項は、この

提案についての当審議会の理由付けを説明している。

同意するか。賛成又は反対の理由は何か。

b. 2.6項は、本実務記述書の要求事項の一部（しかし全部ではない）に準拠している経営者による説明に、準拠の旨の記述を含めることができると提案している。しかし、その記述は

限定付きとし、本実務記述書の要求事項からの離脱を識別し、当該離脱の理由を示すことになる。

BC33項は、この提案についての当審議会の理由付けを説明している。

同意するか。賛成又は反対の理由は何か。

質問3 ― 経営者による説明の目的

3.1項は、企業の経営者による説明が次のような情報を提供することを提案している。

a. 財務諸表において報告される企業の財務業績及び財政状態についての投資者及び債権者の理解を高める。

b. 長期を含むすべての時間軸にわたり企業が価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性がある諸要因に対する洞察を提供する。

3.2項は、重要性がある場合には3.1項で要求されている情報を提供することを提案している。3.2項は、経営者による説明の文脈において、情報を省略したり、誤表示したり覆い隠したり

することが、投資者及び債権者がその経営者による説明及び関連する財務諸表に基づいて行う意思決定に影響を与えると合理的に予想し得る場合には、当該情報は重要性があると述

べている。

3.15項から3.19項は、「価値を創出する能力」の意味を含めて、当該目的の諸側面を説明している。

BC42項からBC61項は、これらの提案についての当審議会の理由付けを説明している。

経営者による説明の目的の提案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、その代わりにどのようなことを提案するか、また、その理由は何か。
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Part B及び付録B ― 内容領域 (1/2)
質問4 ― 全体的なアプローチ

公開草案は、次のような目的ベースのアプローチを提案している。

a. 経営者による説明の目的を定める（第3章参照）。

b. 経営者による説明の6つの内容領域、及び、それぞれの内容領域について、経営者による説明で提供される情報が満たすことを要求される開示目的を定める（第5章から第10章参

照）。

c. 経営者による説明が開示目的を満たすために提供することが必要となる可能性のある情報の例を示す（第15項参照）。しかし、

d. 経営者による説明が提供しなければならない情報の詳細で規範的なリストは提供しない。

BC69項からBC71項は、当審議会がこのアプローチを提案した理由付けを説明している。

当審議会のアプローチ案が次のようになると予想するか。

a. 運用可能とすることができる ― 投資者及び債権者が必要とする情報を経営者が識別するための適切かつ十分な基礎を提供する。

b. 執行可能である ― 企業が本実務記述書の要求事項に準拠したのかどうかを監査人及び規制当局が判断するための適切かつ十分な基礎を提供する。

そうでない場合には、どのようなアプローチを提案するか、また、その理由は何か。

質問5 ― 開示目的の設計

内容領域について提案している開示目的は、3つの要素で構成されている。主たる目的、目的の評価及び具体的な目的である。4.3項は、各構成要素の役割を説明している。4.4項から

4.5項は、内容領域についての開示目的を満たし、経営者による説明の目的を満たすために必要な情報を識別するためのプロセスを示している。

BC72項からBC76項は、これらの提案についての当審議会の理由付けを説明している。

a. 開示目的の設計の提案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、その代わりにどのようなことを提案するか、また、その理由は何か。

b. 提案している開示目的についての全般的なコメントのうち、質問6に対する回答で扱っていないものはあるか。

質問6 ― 内容領域についての開示目的

第5章から第10章は、6つの内容領域についての開示目的を提案している。次のことに関する情報について提案している開示目的に同意するか。

a. 企業の事業モデル

b. 当該事業モデルを維持し発展させるための経営者の戦略

c. 企業の資源及び関係

d. 企業が晒されているリスク

e. 企業の外部環境

f. 企業の財務業績及び財政状態

賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、その代わりにどのようなことを提案するか、また、その理由は何か。

106



Part B及び付録B ― 内容領域 (2/2)
質問7 ― 主要事項

4.7項から4.14項は、経営者による説明が主要事項に焦点を当てるという要求事項案を説明している。当該各項は、主要事項の識別に関するガイダンスも提案している。第5章から第

10章は、内容領域のそれぞれについての主要事項の例及び経営者が主要事項をモニターし当該事項を管理する上での進捗度を測定するために使用する可能性のある指標の例を提案

している。

BC77項からBC79項は、これらの提案についての当審議会の理由付けを説明している。

a. 本実務記述書が経営者による説明は主要事項に焦点を当てることを要求すべきであることに同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、その代わりにどのようなことを提

案するか、また、その理由は何か。

b. 主要事項の識別に関するガイダンス案（主要事項の例を含む）が、経営者による説明が焦点を当てるべき主要事項を経営者が識別するための適切かつ十分な基礎を提供するであ

ろうと予想するか。そうでない場合、どのような代替的又は追加的なガイダンスを提案するか。

c. 提案しているガイダンスについて他にコメントはあるか。

質問8 ― 長期的な見通し、無形の資源及び関係並びにESG事項

本公開草案で提案している要求事項及びガイダンスは、企業の長期的な見通し、無形の資源及び関係、並びに環境的及び社会的事項に影響を与える可能性のある事項に関する報告

に適用されることになる。付録Bは、そうした事項に関してどのような情報を提供する必要があるのかを決定するにあたり経営者が考慮することが必要となる可能性が高い要求事項及びガイダ

ンスの概要を示している。付録Bはまた、記述している事実パターンにおいてどの事項が主要でありどの情報に重要性があるのかを識別するにあたり、経営者が当該要求事項及びガイダンス

をどのように考慮する可能性があるのかを示す例も示している。

BC82項からBC84項は、このアプローチについての当審議会の理由付けを説明している。

a. 本公開草案で提案している要求事項及びガイダンスは、投資者及び債権者が次のことに関して必要とする重要性がある情報を経営者が識別するための適切かつ十分な基礎を提供

するであろうと予想するか。

i. 企業の長期的な見通しに影響を与える可能性のある事項

ii. 無形の資源及び関係

iii. 環境的及び社会的事項

賛成又は反対の理由は何か。提案している要求事項及びガイダンスが、経営者が当該情報を識別するための適切かつ十分な基礎を提供しないであろうと予想する場合には、どのよう

な代替的又は追加的な要求事項又はガイダンスを提案するか。

b. そうした事項に適用される要求事項及びガイダンスの提案について他に何かコメントがあるか。

質問9 ― サステナビリティ報告に関するIFRS財団評議員会のプロジェクトとの相互関係

BC13項からBC14項は、IFRS財団の評議員会が、財団がサステナビリティ報告基準を設定するための新しい審議会を設置することを可能にするために財団の定款を修正する提案を公表

した旨を説明している。将来において、企業はその新しい審議会が公表する基準を、本実務記述書に準拠するために必要となる環境的及び社会的事項に関する一部の情報を識別する

のに役立てるために適用することができる可能性がある。

評議員会の計画に関連して、当審議会が本実務記述書を最終確定するにあたり考慮すべきであると回答者が考える事項はあるか。
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Part C ― 情報の選択及び表示
質問10 ― 重要性の判断の行使

第12章は、経営者が重要性がある情報を識別するのに役立てるためのガイダンスを提案している。

BC103項からBC113項は、当該ガイダンス案を開発した際の当審議会の理由付けを説明している。

ガイダンス案について何かコメントはあるか。

質問11 ― 完全性、バランス、正確性及び他の属性

a. 第13章は、経営者による説明における情報が、完全でバランスの取れた正確なものであることを要求することを提案しており、当該情報をより有用にする可能性のある他の属性につい

て論じている。第13章はまた、経営者による説明における情報が所要の属性を有することを確保するのに経営者が役立てるためのガイダンスも提案している。

BC97項からBC102項及びBC114項からBC116項は、これらの提案についての当審議会の理由付けを説明している。

これらの提案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、その代わりにどのようなことを提案するか、また、その理由は何か。

b. 13.19項から13.21項は、企業が公表した他の報告書における情報への相互参照によって経営者による説明に情報を含めることについて論じている。

BC117項からBC124項は、これらの提案についての当審議会の理由付けを説明している。

これらの提案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、その代わりにどのようなことを提案するか、また、その理由は何か。

質問12 ― 指標

第14章は、経営者による説明に含められる指標に適用される要求事項を提案している。

BC125項からBC134項は、これらの提案についての当審議会の理由付けを説明している。

これらの提案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、その代わりにどのようなことを提案するか、また、その理由は何か。

質問13 ― 重要性がある可能性のある情報の例

第5章から第10章に示している開示目的を満たすために必要とされる重要性がある情報は、企業及びその状況に応じて決まる。第15章は、重要性がある可能性のある情報の例を提案し

ている。

BC80項からBC81項は、これらの提案についての当審議会の理由付けを説明している。

提案している例は、経営者による説明が次のことに関する情報についての開示目的を満たすために提供することが必要となる可能性のある重要性がある情報を経営者が識別するのに役立

つであろうと予想するか。

a. 企業の事業モデル

b. 当該事業モデルを維持し発展させるための経営者の戦略

c. 企業の資源及び関係

d. 企業が晒されているリスク

e. 企業の外部環境

f. 企業の財務業績及び財政状態

そうでない場合には、どのような代替的又は追加的な例を提案するか。提案している例について他に何かコメントはあるか。
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その他のコメント
質問14 ― 発効日

1.6項は、本実務記述書がIFRS実務記述書第1号「経営者による説明」（2010年公表）を公表日以後に開始する年次報告期間について置き換えることを提案している。これは、本

実務記述書が、公表日の少なくとも1年後に終了する年次報告期間について適用されることを意味する。

BC135項からBC137項は、この提案についての当審議会の理由付けを説明している。

提案している発効日に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、どのような発効日を提案するか、また、その理由は何か。

質問15 ― 影響分析

a. 本公開草案に付属している結論の根拠のBC139項からBC177項は、本公開草案における提案の予想される影響を分析している。

当該分析について何かコメントはあるか。

b. BC18項からBC22項は、本実務記述書の位置付けについて論じている。それらは、法域内の企業に本実務記述書に準拠することを要求すべきかどうかを決定するのは国内の立法者

及び規制当局であろうと述べている。

企業が本実務記述書を遵守することを困難にするような国内の法令上の障害があると認識しているか。

質問16 ― その他のコメント

本公開草案で示している提案について他に何かコメントはあるか。
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